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改善計画の進捗状況に関するお知らせ 

 

 

 当社は本日付け適時開示「内部管理体制確認書の再提出に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、2021

年 8月 7日付けで特設注意市場銘柄の指定を受け、この一年半、内部管理体制等の改善に取り組んでまいりま

した。 

その後、2022年8月8日付け適時開示「内部管理体制確認書提出のお知らせ」記載のとおり、株式会社東京

証券取引所（以下、「東京証券取引所」といいます）に内部管理体制確認書（以下、「同確認書」といいます）

を提出しましたが、同年 9 月 29 日付け適時開示「当社株式の特設注意銘柄の指定継続に関するお知らせ」記

載のとおり、東京証券取引所より内部管理体制の改善に向けた取組の進捗等について、なお確認する必要があ

るとの判断を受け、特設注意市場銘柄の指定継続となりました。これを受けて、同年 10月 28日付け適時開示

「(開示事項の経過)改善計画・状況報告書(原因の総括と再発防止策の進捗状況)に関するお知らせ」記載のと

おり、再度、原因分析を行い、再発防止に向けた改善措置を実施してまいりました。 

 そして本日、当該指定より一年半が経過することとなり、同確認書を東京証券取引所に再提出いたしまし

た。今後、同確認書に基づき、東京証券取引所による審査が実施される予定です。 

 ここに別添のとおり、「改善計画の進捗状況について」を公表いたします。 

 

別添書類：「改善措置並びに実施状況及び運用状況報告書」 

以上 
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改善措置並びに実施状況及び運用状況報告書 
 

2023年２月７日 

アジア開発キャピタル株式会社 

 

 

当社は、不適切な取引及び特設注意市場銘柄指定の一連の問題を深く反省するとともに、今後二度と同様の事案

が起こらないよう原因分析に基づき、これらの根本原因たる取締役会の機能不全、グループ統制、関係会社管理の

不備及び役職員の上場会社としてのコンプライアンス意識の欠如を解消し、上場企業としてあるべき適正なコーポ

レート・ガバナンス体制を確立するため、再発防止策を策定し、2022年３月31日「改善計画・状況報告書の公表に

関するお知らせ」及び同年10月28日付け適時開示「(開示事項の経過)改善契約・状況報告書(原因の総括と再発防止

策の進捗状況)に関するお知らせ」にて開示いたしました。 

当該再発防止策の改善措置の内容及びその実施、運用状況について次のとおりです。 
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１．責任追及 

(a) 利益相反取引への責任追及 

【改善措置】 

当社は、一連の利益相反取引について、旧経営陣である網屋氏、髙瀬氏及び谷口氏に対して、損害額に応

じた損害賠償請求を行います。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

網屋氏、髙瀬氏及び谷口氏の３名に対して、損害額に応じた損害賠償を請求するべく、弁護士事務所と協

議を行い、2022年２月15日付で、損害賠償請求訴訟を提起いたしました。本提訴は、特別調査委員会報告書

及び第三者委員会報告書が認定した各事実及び各義務違反を前提としつつ、現時点で発生している主要な損

害について、被告らの責任を追及するため、損害賠償金282,505,173円の支払いを求めるものです。 

2022年４月27日に第１回書面による準備手続き、2022年６月29日に第２回書面による準備手続きを行い、

次回手続きは2022年９月６日の予定となっておりました。 

また、2022年６月17日に証券取引等監視委員会が1,500万円の課徴金納付命令を発出するよう勧告を行っ

たことを受け、これを損害賠償金額に上乗せすることを検討することとしておりました。 

直近までの状況については、2022年８月９日以降の改善状況をご参照ください。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

 2022年９月６日に第３回書面による準備手続き、2022年11月17日に第４回書面、2023年１月10日に第５

回書面による準備手続きを行い、「準備書面」による事前の事実確認を実施しました。次回は2023年２月

14日を予定しております。 

 

(b) 当社取締役及び監査役への責任追及 

【改善措置】 

当社取締役及び監査役について一連の事案当時より、2021年12月末まで、当社役員であったのは、当社元

代表取締役社長であるアンセム氏、元常勤監査役の後藤氏及び元社外監査役の村島氏の３名となります。 

アンセム氏については、自らの申し出により、当社月額報酬の20％減額を実施（2021年８月～2022年７月

までの１年間）することといたしました。 

また、後藤氏は、2022年１月５日付で辞任しており、村島氏については、2022年２月２日開催の定時株主

総会で退任いたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、アンセム氏については、自らの申し出により、当社月額報酬の20％減額を実施

（2021年８月～2022年７月までの１年間）しました。また、後藤氏は、2022年１月５日付で辞任しており、

村島氏については、2022年２月２日開催の定時株主総会で退任いたしました。 

これにより、第三者委員会にて提言のありました後藤氏を除く取締役及び監査役の取締役会において審議

が不十分なまま決議を行っていたこと等に対する責任は、アンセム氏については、当社月額報酬の減額、他

の取締役及び監査役については、退任により責任を取ったものと認識しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

当社取締役及び監査役への責任追及については、上記、2022年８月８日時点での改善状況に記載のとおり、

2022年８月８日時点において実施が完了しております。 

 

２．コーポレート・ガバナンス体制及び組織体制の見直し・再構築 

(a) 取締役会の改善 

① 役員構成の見直し 

【改善措置】 

旧経営体制においては、役員間の相互牽制が効かず、また、取締役会への情報共有が不足しており、加

えて、情報が不足していることについて、業務執行取締役及び執行部門に対して、社外役員等から意見が
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なされておらず、改善がなされなかったため、実質的に取締役会が形骸化した状態となっておりました。 

「１．(b) 当社取締役及び監査役への責任追及」に記載のとおり、当社取締役及び監査役について一連の

事案当時より、2021年12月末まで、当社役員であったのは、当社元代表取締役社長であるアンセム氏、元

常勤監査役の後藤氏及び元社外監査役の村島氏の３名であり、それ以外の役員は、既に辞任または退任し

ております。 

しかしながら、当社では、更なる取締役会の牽制機能及び事業運営能力強化のため、2022年２月２日に

開催する定時株主総会において、取締役６名（うち３名が社外取締役）、監査役３名（うち１名は常勤監

査役）の体制に移行いたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年２月２日に開催した定時株主総会において、取締役６名（うち３名が社外取締役）、監査役３名

（うち１名は常勤監査役）の体制に移行いたしました。 

当時の代表取締役社長には、2020年12月の代表取締役社長就任以来、社内の規律、統治を率先して進め

てきたアンセム氏が引き続き務め、そのほかに投資案件の発掘や営業活動等、事業活動の推進役を担う取

締役の木内氏、財務・経理をはじめとした管理部門を管掌する取締役の徐が新たに就任いたしました。 

また、社外取締役には、当社グループの主たる事業である投資事業、証券事業について、専門的な知識

と豊富な経験を有している横井氏が社外取締役として継続するとともに、公認会計士及び税理士の資格を

有し、会社財務の専門的な知見と経験を有している山田と弁護士の資格を有し、法務の専門的な知見と経

験を有している池田の２名を新たに社外取締役として選定いたしました。 

これら候補者の選定にあたっては、選定基準として、特別調査委員会の提言に基づいて行いました。選

定の手続きとしては、先ずはアンセム氏と当社執行役員副社長が面談を実施し、新任候補者だけではなく

現任役員であるアンセム氏、横井氏及び社外監査役の松田を含め、2021年12月22日の取締役会にて新任候

補者について個別に審議し、当時の社外取締役、監査役の意見を踏まえ、正式な候補者として選定してお

ります。また、同取締役会では、続投するアンセム氏、横井氏及び松田の適格性についても、新任候補者

と同様に、特別調査委員会の提言に基づいて、個別に審議を行い、継続することに反対意見はございませ

んでした。 

常勤監査役については、後藤氏の辞任に伴い、2022年３月14日付で、アンセム氏が利害関係人として、

東京地裁に対して福田を仮監査役として推薦し、2022年４月５日付で、福田が仮監査役に就任いたしまし

た。その後、2022年６月29日の定時株主総会において、常勤監査役として選任されました。福田は、準大

手監査法人でのパートナーとしての豊富な経験を有していることから、公正な経営監視機能としての監査

を行っていただけると判断いたしました。 

なお、2022年６月29日の定時株主総会において、取締役８名（うち４名が社外取締役）、監査役３名

（うち１名は常勤監査役）の体制に変更する予定でありましたが、日本取引所自主規制法人による往査で社

内帳票等の調査が行われ、その中で融資金額100億円と記載された第三者に向けた「融資証明書」が発見さ

れました。このことを受けて、監査役会において改めて社内帳票等の調査を行ったところ、本書の有効期

限は2022年４月30日限りで既に期限経過で無効となっており、かつ融資は実行されていないものの、監査

役会として、調査確認すべき事項が認められたため、外部専門家による事実認定や件外調査を実施するに

至り、取締役人事に影響を及ぼす可能性があることから、取締役選任議案については、後日に継続会を開

催して決定することといたしました。 

また、別途、2022年７月18日に社外取締役会長であった横井 正道氏が、逝去に伴い当社社外取締役を退

任いたしました。 

加えて、2022年７月22日付の「代表取締役の異動(辞任)に関するお知らせ」に記載のとおり、当時代表

取締役社長のアンセム氏については、健康上の理由により同日付で代表取締役を辞任し、次期の取締役候

補者からも辞退したいとの申し出がありました。 

その後、2022年８月５日に本件融資証明書事案について、監査役会より調査報告を受け、取締役会とし

て、法的責任は認められないものの、本件融資証明書事案に関与していたアンセム氏及び徐の両名の取締

役に対して口頭注意を行いました。また、併せて、2022年９月13日に継続会を開催すること及び同継続会

に付議する取締役候補者の選定について取締役会で決議いたしました。なお、取締役候補者の選定にあた

っては、2022年７月29日付で改定いたしました役員規程に規定された役員選定基準に基づき、経営等監視
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委員会及び取締役会で審議のうえ、決定いたしました。 

なお、取締役候補者の選定理由は以下のとおりです。 

代表取締役社長候補者：孫 田夫 

同氏はみずほ証券や三菱UFJ証券の勤務経験があり、上場会社の取締役経験もあるため、投資事業を主た

る事業とする当社の代表取締役として適任であると判断しました。 

 

新任取締役候補者：小清水 裕 

同氏はみずほ銀行にて業務監査部監査主任を経験し、金融庁検査局にて検査主任、PwCあらた有限責任監

査法人にて経営管理体制等のアドバイザーを務めた経験等を当社の管理部管掌に活かしていただけるもの

として、当社の取締役として適任であると判断しました。 

 

新任取締役候補者（社外）：伊藤 翔汰 

同氏は弁護士資格を有し、法務の専門的な知見と経験を有し、中国語も堪能であることから、当社の取

締役として適任であると判断しました。 

 

新任取締役候補者（社外）：但野 秀光 

同氏は大和證券、金融庁検査局総務課、証券取引等監視委員会検査課等での経験があることから、当社

の取締役として適任であると判断しました。 

 

取締役候補者：木内 孝胤（現任） 

継続して当社の投資案件の発掘や営業活動等、事業活動の推進役を担っていただけるものとして、当社の

取締役に適任であると判断しました。 

 

取締役候補者：徐 天雄（現任） 

従前より当社社外取締役として当社の状況について把握しており、2022年２月２日以降、管理部管掌の

常勤取締役として、特設注意市場銘柄指定解除に向けて体制整備などを実施し、継続して当社の事業面、

管理面で貢献いただけるものとして、当社の取締役に適任であると判断しました。 

 

取締役候補者（社外）：池田 誠（現任） 

弁護士の資格を有し、法務の専門的な知見と経験を有していることから、継続して当社の取締役として

適任であると判断しました。 

  

取締役候補者（社外）：山田 幸平（現任） 

公認会計士及び税理士の資格を有し、会社財務の専門的な知見と経験を有していることから、継続して

当社の取締役として適任であると判断しました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

 2022年８月15日の取締役会において、当時当社取締役であったアンセム氏より体調不良のため、本日付

けで取締役を辞任したい旨の申出がありました。また、当時当社代表取締役社長であった木内氏からも、

次期取締役候補者を辞退したい旨の申出があり、いずれの申出についても当社はこれを受理し、2022年８

月15日付け「取締役の辞任に伴う異動及び取締役候補者変更に関するお知らせ」にて開示いたしました。 

 その後、当社は、2022年９月13日の当社定時株主総会継続会において、新経営陣として、代表取締役社

長に孫田夫、管理部管掌取締役に小清水裕、社外取締役に伊藤翔汰、但野秀光を迎え、更なる内部管理体

制の改善に取り組んでまいりました。新経営陣は、当社取締役就任後、2022年３月31日付け「改善計画・

状況報告書の公表に関するお知らせ」にてお知らせした改善計画の進捗状況、実施状況や当社グループの

中核事業を担っていたアジアインベストメントファンド株式会社の譲渡に伴う影響などを確認し、改善施

策である制度の整備状況の把握とその改善効果や実効性の確認、施策の定着に向けた取組推進並びに役職

員のコンプライアンス意識の醸成推進及び新事業計画の検討を進めております。 
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② 役員選定基準の明確化 

【改善措置】 

当社においては、これまで役員の選定プロセス及び選任基準が不明確となっておりました。 

これを改善するため、役員の選定プロセスについては、後述する「(b) 経営等監視委員会」に諮問し、

当該委員会の答申に基づき、取締役会で役員候補者を決定するプロセスとします。 

また、役員の選定基準については、代表取締役、社内取締役、社外取締役、常勤監査役、社外監査役、

それぞれで必要な資質が異なってくるため、選定基準も詳細な設定を検討しております。整備については、

2022年４月中旬までを目途に、役員規程に明文化し、明確にするとともに、経営等監視委員会で必要に応

じて選定基準の見直しを行っていくこととします。 

なお、上記「① 役員構成の見直し」に記載のとおり2022年２月２日の役員の見直しについては、規程の

全面的な見直しを図る中で実施いたしました。これは早期に新しい役員体制を敷き、内部管理体制の改善

を進めていく必要があると思料したためで、規程化前であるものの、役員構成の見直しを優先いたしまし

た。その際の役員の選定基準については、 

(ⅰ)多様な観点からの活発な議論を通じ、監督機能を発揮するためには、その構成において、社内・社

外の割合や各役員の属性・専門性等のバランスが取れていること 

(ⅱ)業務執行取締役との関係がなく、不適切な業務執行に対して強い態度で牽制することができる経験

豊かな社外役員、特に会計基準や不正事例などに精通する公認会計士等財務会計の専門家の登用 

(ⅲ)経理・会計に熟知した者で、業務執行役を兼任しない経理担当取締役を選定 

という特別調査委員会及び第三者委員会の提言に基づき選定を行っております。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

 2022年４月15日付で役員規程を制定し、2022年５月20日付で改定を実施しておりますが、2022年６月６

日、７日及び14日の自主規制法人による中間往査を経て、本件融資証明事案も踏まえ、社外取締役である

池田取締役、山田取締役が中心となり、より詳細な役員選定基準について規定化する必要性があると判断

し、池田取締役にて、より詳細な役員選定基準を盛り込んだ役員規程の改定案を策定いたしました。同改

定案は、2022年７月21日の経営等監視委員会において、協議事項として取り上げ、2022年７月29日の経営

等監視委員会及び取締役会にて、審議及び改定について決議いたしました。 

また、役員の選定プロセスについては、2022年６月29日実施の定時株主総会における取締役及び監査役

の選任議案より、経営等監視委員会に諮問し、当該委員会の答申に基づき、取締役会で役員候補者を決定

するプロセスを実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

整備した役員選定基準及び選定プロセスを継続して運用しております。 

具体的には、子会社であるワンアジア証券株式会社の追加役員の選定において、当社役員選定基準及

び選定プロセスに基づき、2022年11月30日に新任役員候補者との面談も含め、経営等監視委員会で審議

を実施し、2022年12月９日の取締役会にて、ワンアジア証券株式会社の株主として、臨時株主総会にて

提案する新任役員候補者の選定について決議しております。 

また、海外子会社である臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司についても、2022年12月23日の経営等監

視委員会にて審議し、同日の取締役会で役員変更することを決議しております。 

 

③ 取締役会議長の交代 

【改善措置】 

より牽制機能を強化するため、取締役会において社外取締役を議長とし、執行部門が設定した議題だ

けでなく、株主保護など外部の視点から重要なテーマに焦点を当て、より客観的な立場から議事運営を

行ってまいります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年２月14日の取締役会において社外取締役を議長とすることについての審議を行い、議長を社外

取締役とすること及び議長を社外取締役とするために定款の一部変更することについての決議を行うと
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ともに、同日「定款一部変更に関するお知らせ」を開示いたしました。 

また、2022年６月29日定時株主総会における定款変更までの期間については、取締役会冒頭に元代表

取締役社長のアンセム氏より、社外取締役を議長に指名する運用とし、議長は、社外取締役３名がロー

テーションする形で取締役会を実施いたしました。 

2022年６月29日定時株主総会において定款変更が承認された後においても、引き続きローテーション

形式を維持することとし、臨時取締役会の招集については、社外取締役が連名で招集する形を取り、運

用しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年９月13日の定時株主総会継続会以降、新経営陣着任後においても引き続き社外取締役がローテ

ーション形式で議長を務める運用を実施しております。 

 

④ 取締役会付議案件の見直し 

【改善措置】 

当社においては、本来であれば当社取締役会にて審議・決議すべき事案が、取締役会議案として上程さ

れておりませんでした。そのため、取締役会付議議案について、後述する「３．(a) 決裁権限表の見直し」

の決裁権限表と併せて見直しを実施し、及び後述する「３．(b)稟議フローの見直し」に記載の稟議フロー

に基づき運用してまいります。また、関係会社の主要な決裁については、今後、当社の承認を得るものと

し、当社取締役会にて承認、または社長決裁事項など当社取締役会で承認しない関係会社承認事項につい

ては、決裁権限表に基づき関係会社で承認した内容を親会社報告事項と併せて取締役会に報告するものと

いたします。 

加えて、取締役会付議議案のうち、新取引、イレギュラーな取引、投資案件、損益影響額が大きい取引、

利益相反取引、関連当事者取引については、後述する「(b) 経営等監視委員会」に事前に諮問し、答申を

受けることといたします。特に、イレギュラーな取引、損益影響額が大きい取引については、その定義を

明確にいたします。 

なお、取締役会付議議案の見直し及び関連規程、プロセスの整備については、2022年４月末を目途に整

備を完了させる予定としました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

 後述する「３．(b)稟議フローの見直し」に記載の稟議フローの見直しを実施し、2022年３月14日より試

験的に運用を開始後、2022年４月１日より本格的な運用を開始いたしました。また、2022年４月15日に取

締役会規程の改定及び経営等監視委員会運営要項の制定、2022年４月28日に決裁権限表の改定も含めた稟

議規程の改定を行い、稟議フローを明確化し、取締役会へ上程する議案については、議案送付後発生した

報告事項を除き、常務会、経営等監視委員会の審議を経て、上程しております。 

また、当社の規程類を子会社にも適用し、子会社の取締役会に付議される決議事項及び取締役会非設置

会社においては当社内で代表取締役社長決裁以上となる事項については、ワンアジア証券株式会社を除き、

全て当社取締役会に諮る運用を実施しております。フローとしては、各子会社の代表取締役が起案した議

案を、子会社管理を行う事業統括部が受領し、これを管理部IR・総務が取り纏め、常務会、経営等監視委

員会での審議を経て、取締役会へ上程しております。加えて、事業統括部にて、関係会社と毎月１回開催

し、月次業績報告及び営業状況、今後の見通し等を共有しており、当社への承認・報告事項等について漏

れがないかなども合わせて確認しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月９日以降も継続して、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載の改善施策を実施してお

ります。 

 

⑤ 社外取締役・監査役への情報共有の充実 

【改善措置】 

社外取締役、監査役への情報提供不足が、不適切な取引の原因の一つであることから、情報提供の充実
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のため、取締役会開催の３日前までに出席者に議案及び添付資料を配布するとともに、別途後述する「(b) 

経営等監視委員会」において、社外取締役及び監査役に対して議案の説明を実施いたします。 

また、経営等監視委員会において、執行部門、内部監査室、会計監査人から業務の執行状況、内部監査、

内部統制の状況等について確認できる機会を創出いたします。 

取締役会開催３日前までの議案の送付については、2022年２月14日の取締役会より運用を開始します。 

加えて、当該議案の配布や議事録作成等のルール及び運営事務等、取締役会開催に係る事項について定

めた取締役会運営マニュアルを、2022年４月末までに策定し、運用していくことといたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、2022年２月14日の取締役会より、取締役会開催の３日前までに出席者に議案

及び添付資料の配布を行うよう努めております。 

なお、経営等監視委員会での議案の説明について、経営等監視委員会発足以前の2022年１月末までは、

管理部IR・総務より社外取締役及び監査役に対して、取締役会議案及び添付資料をEメールに送付後、必要

に応じて、管理部IR・総務がメールにて社外取締役及び監査役より質疑応答を受け対応しておりました。 

また、監査役は、経営等監視委員会発足までの期間において、暫定的な措置として、2022年１月14日及

び１月28日開催の取締役会の前に監査役会を開催し、監査役間にて取締役会議案について事前協議を行っ

た上で取締役会に参加しておりました。 

取締役会開催の３日前までの議案送付について、実施当初は、詳細資料の送付や３日前厳守が十分に実

施出来ておりませんでした。そのため、社外取締役や監査役から、詳細資料の質の向上や、期限の厳守に

ついて、指摘及び改善指示を受けておりましたが、現在は、業務を繰り返し実施する中で、一連の手続き

が浸透し、最適化されてきております。 

また、議案送付後は、各役員間にて意見交換するとともに、役員からメール等での質疑への対応や、必

要に応じて代表取締役社長や事業部長、対象部署による議案の説明を取締役会前や経営等監視委員会にお

いて実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

取締役会への議案送付について、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載のとおり、一連の業務手

続きが最適化されてきているものの、詳細資料の送付や３日前期日厳守が徹底されておりませんでした。

これを改善するため、取締役会の開催日３日前までに議案送付ができない議案については、原則、付議予

定であった定時取締役会では、議案として取り扱わないこととし、臨時取締役会または次回以降の定時取

締役会にて取り扱う運用といたしました。また、当該内容については、取締役会運営マニュアルに規定す

ることとし、2022年11月25日の取締役会にて改定を決議いたしました。 

加えて、新規取引等審議に時間を要することが想定される議案については、新規取引の検討段階から経

営等監視委員会及び取締役会に検討状況及び進捗状況等を報告し、経営等監視委員会にて、当該議案を継

続審議していくことといたしました。当該内容については、新たに経営等監視委員会運営要項に規定し、

2022年９月30日の取締役会において改定を決議いたしました。 

また、取締役会への議案送付について、３日前厳守が徹底できなかった原因として、常務会の開催日程

が取締役会開催日の４～7日前と不定期であったことも要因の１つでありました。そのため、第２・４週の

金曜日に開催される定時取締役会に合わせて、上程する議案の詳細資料等の作成・準備期間を十分に確保

できるよう、常務会の開催を原則第１・３週の木曜日の月２回とする運用を2022年９月20日の常務会より

実施しております。 

当該運用を実施することにより、社外取締役、監査役が議案について、十分に内容を検討できる時間を

確保し、取締役会及び経営等監視委員会において、活発な議論ができる環境を整備いたしました。 

 

⑥ 定時取締役会の開催及び書面決議の運用方法の見直し 

【改善措置】 

不適切な取引の原因の一つとして、取締役会及び社外取締役、監査役への情報提供不足等による牽制機

能の阻害が挙げられることから、定時取締役会の開催について、社外取締役、監査役への情報提供の充実

及び活発な議論・審議が行える環境整備の一貫として、2022年１月から12月までの１年間の開催スケジュ
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ールを事前に設定し、出席者が全員出席できるよう努めます。 

具体的には、十分に審議時間を確保するため、毎月第２、第４金曜日のスケジュールを確保し、第２金

曜日については、上程する議案の有無などを確認の上、議案がない場合には、取締役会を開催しない運用

を2021年12月より開始いたします。また、書面決議の実施についても、事前に取締役会で審議した内容等、

実施要件を規程等に定め、取締役会にて十分な審議が行われていないものについては、書面決議を実施で

きない運用といたします。書面決議の実施要件の規定化については、2022年４月末までを目途に実施する

予定といたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

 改善措置に記載のとおり、十分な審議時間を確保するため、2021年12月より毎月第２、第４金曜日のス

ケジュールを確保し、取締役会を開催しております。 

また、2022年４月15日に取締役会規程を改定し、書面決議の実施については、事前に取締役会で十分な

審議が行われた事項に関してのみ決議する事を可能とし、取締役会で事前審議されていない事項について

は、原則、決議できないものとする規定を追加いたしました。 

 同規程の改定後、事前審議されていない事項についての書面決議は実施しておりません。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

継続して、社外取締役、監査役への情報提供の充実及び活発な議論・審議が行える環境整備の一貫として、

2022年９月13日の定時株主総会継続会開催後、新経営陣による最初の取締役会において、2022年９月から

2023年６月末までの取締役会の年間開催スケジュールについて決議し、同スケジュールに基づき、取締役会

を開催しております。また、書面決議についても事前に取締役会で十分な審議が行われた事項に関してのみ

決議する事を可能とし、取締役会で事前審議されていない事項については、原則、決議できないものとして

運用を行っております。 

 

⑦ 詳細な議事録の作成 

【改善措置】 

取締役会、監査役会、その他の経営に関わる重要な会議を対象に詳細な議事録を作成するとともに、添

付資料を合わせて保管いたします。 

なお、取締役会及び監査役会は2021年９月15日より、経営等監視委員会は2022年２月14日のプレ開催よ

り、常務会は2022年２月21日より詳細な議事録の作成を実施いたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、取締役会及び監査役会は2021年９月15日より、経営等監視委員会は2022年２

月14日のプレ開催より、常務会は2022年２月21日より詳細な議事録の作成を実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月９日以降についても継続して、各会議対応において詳細な議事録の作成を継続しております。 

 

(b) 経営等監視委員会の設置 

【改善措置】 

当社取締役会にて役員間の相互牽制機能不全が起こっていたことを受け、新たに経営等監視委員会を2022

年２月に設置し、運用を開始いたします。 

経営等監視委員会の委員は、社外取締役、監査役で構成され、独立社外役員が過半数以上を占める形態と

し、より社外取締役及び監査役への情報共有の充実を図り、かつ社外取締役及び監査役の取締役会及び業務

執行取締役への牽制機能、経営のチェック機能を最大限強化し、また、社外取締役及び監査役の持つ高度な

専門知識、豊富な知識・経験を活用し、新規取引等のリスクの洗い出しを行うことを目的としております。 

同委員会の詳細な運営事項等については、同委員会内でも協議、審議を行い、経営等監視委員会運営要項

を４月中旬に整備し、本格稼働を開始する予定といたしました。 
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【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年２月14日の取締役会において、経営等監視委員会の設置を決議し、2022年２月25日より活動を開始

しております。その後、2022年４月15日に経営等監視委員会運営要項を制定し、要項に基づいた運営を実施

しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

経営等監視委員会の設置については、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載のとおり、2022年８月

８日時点において改善措置の実施（経営等監視委員会の設置）が完了しており、継続して経営等監視委員会

運営要項に基づいた運営を実施しております。 

 

① 経営等監視委員会の役割 

【改善措置】 

当社の取締役会の構成は、2022年３月末時点において業務執行取締役３名、社外取締役３名であり、業

務執行取締役が議決権の半数を占めていることから、社外取締役、監査役で構成される経営等監視委員会

にて、審議し、答申することで、前述のとおり、取締役会及び業務執行取締役への牽制機能、経営のチェ

ック機能を最大限強化できるものと考えております。 

具体的には、高度な専門知識、豊富な知識・経験を持つ社外取締役及び監査役による新規取引等のリス

クの洗い出し及び取締役会及び業務執行取締役への牽制のため、経営等監視委員会は、以下の内容につい

て、取締役会からの諮問を受け、審議し、答申するものとします。 

(ⅰ)グループにおける新取引、イレギュラーな取引、投資案件及び損益影響額の大きい取引、利益相反

取引、関連当事者取引 

(ⅱ)当社及び関係会社の取締役・監査役の選定 

(ⅲ)その他、取締役会が必要と認める事項 

(ⅰ)については、前述のとおり、高度な専門知識、豊富な知識・経験を持つ社外取締役及び監査役によ

る取引リスクの洗い出しや不適切な取引の防止し、取締役会及び業務執行取締役への牽制機能、経

営のチェック機能を最大化することを目的としております。 

(ⅱ)については、役員の選定プロセスの問題解決及びコーポレートガバナンス・コード上で求められて

いる任意の諮問委員会の設置による指名・報酬などに関する独立社外取締役の関与・助言への対応

を踏まえ、指名報酬委員会の機能を経営等監視委員会が担うことを想定しております。 

(ⅲ)については、(ⅰ)以外の事項において、社外取締役や監査役の知見等を活用したリスクの検証等が

必要な事項を想定しております。 

また、上記(ⅰ)に記載の取引の定義、基準についても経営等監視委員会、取締役会で審議の上、決定す

る予定といたしました。 

加えて、社外取締役及び監査役への情報共有強化のため、以下の内容について、業務執行取締役、各部

門、内部監査室より報告及び説明を受けるものとします。 

(ⅰ)取締役会上程議案（審議対象以外） 

(ⅱ)内部監査の実施状況 

(ⅲ)内部統制の整備、運用状況 

(ⅳ)経営リスク及びコンプライアンスの整備・管理状況 

(ⅴ)特設注意市場銘柄解除に向けた内部管理体制の改善・強化にかかる諸施策の進捗状況及び結果並び

に外部専門家からの意見 

なお、必要に応じて、経営等監視委員会は、各部門及び関係会社の役員及び職員から、直接、報告、ヒ

アリング、資料請求を行い、業務執行取締役の業務執行等について調査し、取締役会に対して、意見書を

提出できるものとします。 

提出された意見書については、取締役会で最大限配慮し、対応等を適切に行うものとして、当該内容に

ついては、規定化を検討することといたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

原則、取締役会の同日、取締役会開催前に当該委員会を開催し、改善措置に記載の(ⅰ)～(ⅲ)の事項に
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ついて、取引の定義や基準などは設けず、取締役会に上程する全ての決議事項及び報告事項について審議

または確認を行い、情報の不足により十分な審議が出来ない議案については取締役会への再付議を要請し

ております。なお、個別議題において、委員が審議に十分な時間を確保する必要があると判断した議題に

ついては、別途、取締役会の開催日よりも前に経営等監視委員会を開催し、十分な審議を行っております。 

また、必要に応じて起案部署の部長またはリーダーが経営等監視委員会に出席し、委員に対して議案に

ついての説明などを行うとともに、内部監査の状況や内部管理体制の整備状況等についても、内部監査室

や事業統括部、管理部より報告をしております。 

なお、2022年７月18日に社外取締役会長であった横井 正道氏が、逝去に伴い当社社外取締役及び経営等

監視委員会委員を退任しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

「(a) ⑤ 社外取締役・監査役への情報共有の充実」にも記載のとおり、 新規取引等審議に時間を要する

ことが想定される議案については、新規取引の検討段階から経営等監視委員会及び取締役会に検討状況及

び進捗状況等を報告し、経営等監視委員会にて、当該議案を継続審議していくことといたしました。当該

内容については、新たに経営等監視委員会運営要項に規定し、2022年９月30日の取締役会において改定を

決議いたしました。 

 

② 経営等監視委員会の開催 

【改善措置】 

経営等監視委員会は、定時取締役会の前に開催するものとします。また、審議すべき事案の発生時及び

必要に応じて、別途不定期で開催するものとし、取締役会上程議案や審議すべき事案の資料については、

開催の３日前までに委員に配布することとします。加えて、当該経営等監視委員会の事務局は、監査役会

の事務局も担う内部監査室が担うことといたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

「① 経営等監視委員会の役割」に記載のとおり、原則、取締役会の同日、取締役会開催前に当該委員会

を開催し諮問を行っております。また、委員へ取締役会資料の配布については、「(a) ⑤ 社外取締役・監

査役への情報共有の充実」に記載のとおり、取締役会開催の３日前までに取締役会出席者でもある委員に

議案及び資料の配布を実施しております。実施開始当初は、詳細資料の送付や３日前厳守が十分に実施出

来ておりませんでした。そのため、社外取締役や監査役から、詳細資料の質の向上や、期限の厳守につい

て、指摘及び改善指示を受けておりましたが、現在は、業務を繰り返し実施する中で、一連の手続きが浸

透し、最適化されてきております。 

加えて、改善措置に記載のとおり、内部監査室が経営等監視委員会の事務局を担当し、各種開催にあた

っての調整等を実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月９日以降についても、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載する運用を継続しており

ます。また、「① 経営等監視委員会の役割」の2022年８月９日以降の改善状況に記載のとおり、審議に時

間を要することが想定される議案の取り扱いを変更し、より社外取締役・監査役が充実した議論ができる

環境の構築を図っております。 

 

(c) 監査役会の改善 

① 監査役の選任 

【改善措置】 

上記「２．(a) ① 役員構成の見直し」に記載のとおり、2022年２月２日に開催する定時株主総会におい

て、取締役６名（うち３名が社外取締役）、監査役３名（うち１名は常勤監査役）の体制に移行いたしま

す。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 
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2022年２月２日に開催する定時株主総会において、社外監査役２名が選任されました。 

新たに社外監査役に就任した中山は、公認会計士及び税理士の資格を有し、会社財務等の専門的な知見

に加え、豊富な経験（会計監査・IT監査・IPO・ICO・第三者委員会の業務等）を有していることから、公

正な経営監視機能としての監査を行っていただけると判断しました。 

常勤監査役については、「２．(a) ① 役員構成の見直し」に記載のとおりで、2022年１月の後藤氏の辞

任に伴い、2022年３月14日付で、アンセム氏が利害関係人として、東京地裁に対して福田を仮監査役とし

て推薦し、2022年４月５日付で、福田が仮監査役に就任いたしました。その後、2022年６月29日の定時株

主総会において、常勤監査役として選任されました。 

福田は、準大手監査法人でのパートナーとしての豊富な経験を有していることから、公正な経営監視機

能としての監査を行っていただけると判断しました。 

また、任期中の松田については、税理士の資格を有し、税務の専門的な知見と経験を有していることか

ら、公正な経営監視機能としての監査を継続して行っていただけると判断しております。 

 

② 監査役による監視・監督機能の強化 

【改善措置】 

常勤監査役は、業務監査において、より深く業務執行の意思決定プロセスのモニタリングを行うなど実

効的な監査体制を確立することを目的として、稟議書や契約書の確認、取締役会、リスク・コンプライア

ンス委員会、常務会等の重要な会議体に出席するとともに、常勤監査役及び社外監査役は、定期的に当社

代表取締役社長、各部門、内部監査室、会計監査人及び関係会社役員と適宜ヒアリングあるいは面談を重

ね、必要に応じて別途社内調査を行います。また、内部監査室からの報告及び懸案事項のみならず、社内

動向、営業活動等についても独自に情報を収集いたします。 

なお、常勤監査役不在の期間の対応については、社外監査役と内部監査室で協議を行っており、社外監

査役及び内部監査室で常勤監査役の業務を分担して担当しております。 

また、常勤監査役就任後、速やかに上記の内容も含め、特設注意市場銘柄解除のための再発防止策の実

施及び整備状況についてのモニタリング等を重点監査方針・項目とした監査役監査計画を策定し、監査役

監査を実施してまいります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

常勤の仮監査役として就任して以降、福田は、常務会・経営等監視委員会・取締役会に出席するととも

に、申請書類のチェックとして、稟議書については、申請内容の適切性（決裁権限、申請理由等）、契約

書については決裁に基づいて締結されているかの確認を行っております。 

また、会計システムでの仕訳、残高等による取引確認、支払確認書の内容確認（支払先、稟議等の有無

等）を実施しております。 

加えて、必要に応じて内部監査室と連携して、社内の情報収集や役員等へのヒアリングを実施しており

ます。 

2022年７月29日の監査役会にて年間監査計画について承認しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

常勤監査役による不備指摘や是正指示が申請者への口頭指導等に終始しており、結果として、稟議手続

きの不備が改善されていない状況が散見されました。 

これを踏まえ、稟議書フォーマットにおいて、常勤監査役によるコメント欄を設け、申請者、決裁者及

び管理部管掌取締役が不備指摘や是正指示を明確に確認できる形に変更いたしました。具体的には、管理

部IR・総務において、稟議フロー及び稟議書フォーマットについて再度の見直しを行い、稟議申請マニュ

アルにて、手続きや注意事項、チェックポイント等を明確化することで、手続きの適正化を図るため、稟

議申請マニュアルの整備を2022年11月８日に行い、同日よりマニュアルに基づく運用を開始いたしました。 

常勤監査役は、稟議申請(稟議申請書)、契約手続(捺印申請書等)、支払手続(支払確認書等)の全件チェ

ックをすることとし、2022年12月より前月に不備指摘及び是正指示をしたものについて、経営等監視委員

会で報告しております。本運用については、当社の事業規模を鑑み、全件チェックすることによる他の業

務への弊害等は起こっていないことから、当面の間本運用を継続することとし、今後、対象となる稟議申
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請等の件数が増大した場合には、全件チェックの方針について改めて見直しを行います。なお、2023年２

月７日時点においては、規程化、文書化については検討しておりません。 

また、経営等監視委員会において、報告内容から、常勤監査役の是正指示や口頭指導では不備等が改善

されていないと判断した場合には、取締役会への意見書の提出など不備改善に向けての活動を行ってまい

ります。 

一方で、新経営陣においては、オブザーバー参加していた頃を含め、2022年９月13日の就任以前より、

常勤監査役がより円滑に監査業務を実施できる体制整備（支援）が必要であると考えていたなかで、冒頭

の当該指摘を受け、常勤監査役を支援する体制整備が急務であると判断しました。 

当社では、速やかに代表取締役社長、管理部管掌取締役及び管理部長にて協議のもと、監査役補助者に

ついて検討しましたが、社内の他のリソースから充当することが難しいと判断し、2022年10月28日に稟議

決裁手続きに基づいて、外部コンサルタント会社C社に監査役会の支援業務を依頼するため業務委託契約を

締結いたしました。 

外部コンサルタント会社C社を選定するにあたっては、常勤監査役を支援するため、会計士や弁護士のよ

うな専門的な知識を有していること、また緊急性が高いため、早期に支援いただける先であることを条件

に選定を進めるなかで、代表取締役社長の知人より外部コンサルタント会社C社について紹介を受けました。 

外部コンサルタント会社C社の担当者は、米国公認会計士試験合格者であり、専門的な知識を有している

こと、また、早期に支援可能であるということで、当社が求める条件を満たす方でありましたので、C社に

監査役会の支援業務を依頼することとしました。 

外部コンサルタント会社C社は、監査役会の支援業務として、監査役会件外調査に基づく処分者リストの

取り纏め、子会社往査日程の調整、2022年11月14のワンアジア証券株式会社往査への同席、2023年１月16

日アジアビジネスファイナンス株式会社往査にあたっての監査項目の洗い出し、同社往査の同席及び各種

書類の確認等の子会社監査における監査役補助業務、2022年12月22日代表取締役との意見交換の際の同席

等を行っております。 

また、稟議書フローの洗い出しに関する支援として、後述する「３．(b) 稟議フローの見直し」に記載

の稟議書のフォーマットや不備指摘、是正指示発生時のフローなどの検討会に出席し、助言をいただいて

おります。 

これら監査役業務の支援については、2023年３月期末に再度必要性の有無について、実績等を踏まえ評

価を行い、改善状況等を鑑み継続の有無を検討いたします。 

 

③ 監査役会の運営方法の見直し 

【改善措置】 

監査役会に内部監査室を監査役会事務局として出席させ、三様監査の観点から内部監査室との連携強化

を図ってまいります。内部監査結果の報告は、代表取締役社長のみならず監査役会、取締役会、経営等監

視委員会にも報告するものとします。また、内部監査室は、内部監査計画に基づく実施状況について定例

の監査役会で報告するほか、常勤監査役及び必要に応じて社外監査役と内部監査の状況について適宜協議

を行い、協議録を作成するとともに、当該協議結果についても監査役会で報告するものといたします。内

部監査室との協議の中で、問題があると認識した書類・帳票等については、常勤監査役主導のもと、監査

役会の開催までに事実確認を済ませておくこととします。 

加えて、関係会社監査役は、当社の定例監査役会において、毎月関係会社の取締役会付議内容、金商法

監査の状況等について報告するものといたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、監査役会は、内部監査室を監査役会事務局として2022年１月の監査役会より

出席させております。また、内部監査の実施状況や内部監査の中で発見された問題点等について、常勤監

査役は内部監査室より情報共有を受けるとともに、必要に応じて内部監査室と連携して、情報収集や役員

等にヒアリングを行い、定例の監査役会だけでなく、メールや電話、または内部監査室を通じて、社外監

査役に情報共有を行っております。 

加えて、2022年４月15日より、監査役を設置している子会社アジアインベストメントファンド株式会社

及びワンアジア証券株式会社のうち、アジアインベストメントファンド株式会社は当社監査役３名が同社
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の監査役を担っておりました。そのため、ワンアジア証券株式会社の監査役からのみ、当社の定例監査役

会において、毎月関係会社の取締役会付議内容、金商法監査の状況等について報告を受けております。 

なお、報告方法は、2022年５月より以前については、当社の元内部監査室長がワンアジア証券株式会社

の監査役を務めていたことから、監査役会に出席し、報告する形態としておりましたが、2022年５月20日

以降、書面にて報告書を提出する形としております。報告について報告書ベースとすることについては、

2022年５月20日以降、報告書ベースに切り替えた後も各監査役からの異論はなかったことから、監査役会

として問題ないと判断しておりました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月９日以降についても、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載する運用を継続しており

ます。 

そのなかで、ワンアジア証券株式会社監査役との連携について、2022年10月以前においては、監査報告

書をベースとした連携で問題ないと判断しておりましたが、2022年10月14日に「監査役会による「件外調

査報告書」公表のお知らせ」を開示後、2022年10月24日付けでワンアジア証券株式会社より、当該件外調

査報告書についての異論書を受領しました。 

監査役会では、これを受け、2022年10月28日の監査役会において、ワンアジア証券株式会社対して監査

役会としての関与が必要と判断し、監査役会監査については、2022年11月14日に実施をしております。な

お、ワンアジア証券株式会社との関係悪化から、同社監査役との連携が困難な状態です。 

 

 

④ 会計監査人及び内部監査室との連携 

【改善措置】 

三様監査の観点から、監査役と会計監査人との間で活発な議論が行われるようにすることを目的として、

四半期ごとに、四半期・年度決算の概要、会計面でのリスク認識や監査上の論点について協議する場を設

け、全監査役が出席するものといたします。また、当該協議の場には、内部監査室も同席し、監査の連携

を図ってまいります。 

加えて、上記に記載のとおり、内部監査室を監査役会事務局とし、監査役会において、内部監査室から

月次で活動状況の報告を受け、また、適宜、必要に応じて情報交換を行うことによって、内部監査室との

監査論点の事前共有や監査実施事項にかかる活発な議論を行うことといたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、監査役と会計監査人との活発な議論を行うため、四半期ごとに全監査役が出

席する協議の場を持つとともに必要に応じて、会計監査人との会合をもっております。 

また、内部監査室とは、監査役会の事務局を内部監査室が担う以外に、日々常勤監査役と内部監査室で

連携し、適宜活動状況の報告や情報交換を実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月９日以降についても、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載する運用を継続しており

ます。 

会計監査人及び内部監査室との連携状況は以下のとおりです。 

（三様監査） 

実施日 実施区分 実施者 実施方法 実施内容 

2021年 

12月10日 

必要に応じた会計

監査人との会合 

監査法人アリア・常勤

監査役・内部監査室長 
面談 内部統制全般の打合せ 

2021年 

12月16日 

日々の監査業務に

おける内部監査室

との連携 

内部監査室長 現地調査 

ワンアジア証券が利用している証券総合

システムの監査のため、内部監査室は監

査法人アリアと共に日本電子計算を訪問

し監査記録の確認とヒアリングを実施 
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2022年 

１月25日 

会計監査人との定

例会議 

監査法人アリア・社外

監査役２名・内部監査

室長 

面談 102期の監査計画及びKAMについて 

2022年 

４月21日 

必要に応じた会計

監査人との会合 

監査法人アリア・常勤

監査役・内部監査室長 
面談 102期の監査計画・実施状況の概要の説明 

2022年 

５月９日 

必要に応じた会計

監査人との会合 

監査法人アリア・常勤

監査役・内部監査室

長・管理部財務経理 

面談 利益計上の可否についての打ち合わせ 

2022年 

５月27日 

会計監査人との定

例会議 

監査法人アリア・全監

査役・内部監査室長 
面談 会社法監査の報告 

2022年 

８月12日 

会計監査人との定

例会議 

監査法人アリア・全監

査役・内部監査室長 
面談 

103期の監査計画の説明 

四半期レビュー（１Q) 

2022年 

11月８日 

会計監査人との定

例会議 

監査法人アリア・常勤

監査役（注）・内部監

査室長 

面談 
103期の監査計画の説明 

四半期レビュー（２Q) 

2023年 

２月９日 

実施予定 

会計監査人との定

例会議 

監査法人アリア・全監

査役・内部監査室長 
面談 

103期の監査計画の説明 

四半期レビュー（３Q) 

 

(d) 常務会の役割、運営の見直し 

【改善措置】 

不適切な取引を受け、既存の重要な会議体である常務会について、同会議体の役割の見直しを実施いたし

ます。関係会社の管理や関係会社からの報告内容及び承認等については、実質的に各関係会社を担当する特

定の役職員に委ねられておりました。また、当社では特定の人物のスキル・能力に依存した組織運営を行っ

ていたことから、これまで関係会社の業績や経営状況について、個別に取締役が確認し、状況等を把握して

おり、レポートラインが不明確なことから、会議体としての報告の場もございませんでした。 

一方で常務会は、代表取締役社長を議長として、常勤取締役、執行役員で構成され、オブザーバーとして

常勤監査役、内部監査室長が出席しておりますが、その役割としては、投資委員会としての性質が強く、日

常の業務執行状況の確認や関係会社の経営状況等の確認など経営管理の役割は担っておりませんでした。 

これを見直し、常務会にて、グループの経営状況を把握していく形といたします。具体的には、常務会に

て、売上及び営業利益の予算、見通し、実績を重要経営目標として各項目の進捗状況報告、事業計画の確認

と見直し要否の検討、経営課題への対処方針、取締役会上程議案・報告事項の内容を議論いたします。また、

常務会の開催については、毎月第２、第４金曜日の取締役会の開催に合わせ、取締役会の３日前までに役員

へ議案を送付できるよう開催するものといたします。 

なお、経営等監視委員会に諮問される議案についても、事前に常務会にて審議いたします。また、経営等

監視委員会より差し戻された議案については、再度内容について検討・調査等を行っていくものとします。 

また、役員間の牽制を高め、コーポレート・ガバナンスの実効性を強化することを目的として、議長を代

表取締役社長から管理部管掌役員に変更いたします。 

上記の見直し、関連する規程の整備については、４月中旬を目途に完了させる予定といたしました。 

加えて、後述する「３．(a) 決裁権限表の見直し」の中で、現在の決議機関である常務会の権限の縮小の

検討も含め見直しを行ってまいります。 
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【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年２月21日常務会より、議長を代表取締役社長から管理部管掌取締役の徐に変更し、グループの経営

状況、売上及び営業利益の予算、見通し、実績重要経営目標として各項目の進捗状況報告、事業計画の確認

と見直し要否の検討、経営課題への対処方針、取締役会上程議案・報告事項の内容を審議及び確認しており

ます。実施当初においては、審議するにあたって情報の不足や常務会の開催時点において、詳細資料が準備

出来ておらず、結果、「(a) ⑤社外取締役・監査役への情報共有の充実」の改善状況にも記載のとおり、役

員への取締役会議案の送付において、詳細資料の送付や３日前までの議案の送付が出来ていない状況であり

ました。また、組織体制が固まっていなかったこともあり、当該常務会で審議に用いる資料についても、十

分ではありませんでしたが、組織体制が構築され、業務分担などについても整備されたことから、資料等の

品質についても向上してきております。 

なお、開催時期については、月２回の取締役会に合わせ、取締役会の４～７日前を目安に開催しておりま

す。 

また、開催にあたっては、毎週、月曜日、木曜日に開催する当社全職員が参加する定例会議において、管

理部長より、次回取締役会へ上程すべき議案等、常務会で議論すべき内容を管理部IR・総務まで、連絡する

よう周知を行い、常務会にて議題とする各議案の起案者、報告者は、常務会の開催前日までに議案等に関す

る資料一式を管理部IR・総務に提出します。管理部IR・総務は、稟議フローに従い、所定の手続きや添付書

類等が付されているなどを確認し、常務会当日に、資料を各参加者に配布しております。 

上記の見直しに関連して、常務会規程における常務会の役割に関する事項、議長に関する事項、開催頻度

に関する事項などについて見直しを実施し、2022年４月15日の取締役会にて改定するとともに、稟議規程に

おける決裁権限表の見直しについても2022年４月28日の取締役会にて改定いたしました。 

なお、常務会については、常務会の開催スケジュール以外には決裁権限を持たない形とし、経営等監視委

員会、取締役会に上程する議案を審議する形といたしました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月９日以降についても、上記、2022年８月８日時点の改善状況に記載する運用を継続「(a) ⑤ 

社外取締役・監査役への情報共有の充実」に記載のとおり、取締役会への議案送付について、３日前厳守が

徹底できなかった原因として、常務会の開催日程が取締役会開催日の４～7日前と不定期であったことがあ

るため、上程する議案の詳細資料等の作成・準備期間を十分に確保できるよう、常務会の開催を原則第１・

３週の木曜日の月２回とする運用を2022年９月22日の常務会より実施しております。 

また、議長については、2022年９月13日の定時株主総会継続会において、新経営陣に移行したことに伴い、

管理部管掌取締役が徐から小清水に変わり、小清水が2022年９月22日の常務会より議長を務めております。 

 

(e) 内部監査体制の強化 

① 内部監査人員の増員 

【改善措置】 

当社の内部監査室は、本件の一連の不適切な会計処理が行われた期間から現在に至るまで一貫して１名

体制となっておりました。こうした体制のもと、内部監査室は、モニタリングに加え、財務報告に係る内

部統制の構築・評価作業を統括する業務も担っていたことから、当然ながらリソースの不足により内部監

査として十分なモニタリング機能を発揮できる体制ではありませんでした。このため、内部監査の充実が

緊急性の高い課題であることから、外部専門家を活用し、監査体制の強化を図るとともに、新規に内部監

査人員の採用を実施し、新たに内部監査人員を２名増員いたします。２名の採用時期については、遅くと

も2022年４月末までに採用する計画でおります。 

なお、３月31日現在、２月21日に１名着任済みで、４月１日に１名入社予定となっております。以前よ

り現内部監査室長は諸般の事情で退職の意向があり、この度、十分な内部監査経験を有する人材が４月１

日に入社することとなったので、この者を後任の内部監査室長とする予定です。また、この後任の採用を

もって現内部監査室長は2022年４月末日を最終出社日として退職する予定です。これにより、また１名の

欠員が生じるため、４月中に追加で１名採用する予定でおります。仮に2022年４月末時点までに採用がで

きない場合においても、引き続き採用活動を進めるとともに、内部監査業務については、外部専門家を活
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用し、問題なく実施できるものと考えております。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、2022年２月に内部監査人員として、１名を採用し、さらに2022年４月１日付

で新たな内部監査室長が着任いたしました。また、前内部監査室長の退職に伴い、当社に３月に入社し、

管理部IR・総務に在籍しておりました、他社にて内部監査経験を４年以上有する職員を、５月１日付で内

部監査室に異動させ、現在は３名体制となっております。 

加えて、外部専門家として、IＰＯの支援等を行うコンサルティング会社、外部コンサルタント会社A社

と特設注意市場銘柄指定解除に向けたコンサルティング契約を2021年12月に締結し、特設注意市場銘柄指

定解除支援項目の１つとして、内部監査支援を受けております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

         2023年１月に１名の内部監査職員が２月末で退職することとなり、３名体制を維持するため、2023年１月

25日付けで、新たに１名を採用し、内部管理体制確認書提出日現在４名体制となっております。 

また、外部専門家からの支援については、2022年９月以降のフォローアップ監査より、十分に知見やノウ

ハウと得られたと判断したことから、内部監査の内製化を図っており、以降、外部専門家である外部コンサ

ルタント会社A社からは必要に応じて相談を行い、監査内容等について助言をいただく形としました。 

それ以外に、海外子会社監査について、2022年11月１日より外部コンサルタント会社C社にて、質問表の

レビューや往査にあたってのご助言、監査実施にあたってのメールのやり取りの際の翻訳などについてご助

力いただいております。 

J-SOX整備については、別途再整備が必要であることから、外部コンサルタント会社A社とコンサルティン

グ契約を締結し、整備を進めております。なお、J-SOXについては、当該事業年度のみでは知見やノウハウ

を十分に習得できないと考えており、翌事業年度においても外部専門家からの支援を受ける予定でおります。 

 

② 内部監査員の監査能力向上 

【改善措置】 

内部監査員の監査能力向上のため、内部監査担当者は、外部セミナーへの参加等を通じ自らの監査能力

の向上を図るものとし、当社はこれらの費用の負担をする等、経済的支援を行ってまいります。 

また、上記「① 内部監査人員の増員」に記載の外部専門家の活用において、外部専門家とともにグルー

プ内部監査に同行し、OJTの中で内部監査のノウハウについて指導を受けるとともに、外部専門家による

OJTを踏まえた研修により監査能力の向上を図ってまいります。 

なお、研修、セミナー等への参加については、人員の採用なども踏まえ、本格的な実施については2022

年３月以降といたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

内部監査担当者は、監査能力向上のため、内部研修の実施や外部研修やセミナー等へ参加しております。

また日本内部監査協会の研修等を受講するため、2022年６月に加入申請を行いました。加えて、内部監査

担当者は、グループ内部監査を外部専門家とともに実施し、外部専門家より監査フォーマット等の提供や、

部門ごとにおける内部監査上のポイント等のレクチャー、外部専門家による内部監査往査への同行等、OJT

を通じて、内部監査ノウハウについて指導を受け、監査能力の向上を図っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

引き続き、監査能力向上のため、内部研修の実施や外部研修やセミナー等へ参加しております。なお、

2023年２月以降の外部セミナー等への参加予定については、日本内部監査協会の研修スケジュールが掲示

され次第作成予定でおり、今後も継続して実施してまいります。 

また、外部専門家からの指導については、2022年８月末までで、十分に知見やノウハウを得られたと判

断したことから、内部監査を完全に内製化し、以降、外部専門家からの内部監査支援は受けておりません。 

しかしながら、J-SOX整備については、別途再整備が必要であることから、外部コンサルタント会社A社

とコンサルティング契約を締結し、整備を進めております。なお、J-SOXについては、当該事業年度のみで
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は知見やノウハウを十分に習得できないと考えており、翌事業年度においても外部専門家からの支援を受

ける予定でおります。 

なお、直近の実施及び予定しております研修は以下のとおりです。 

実施日 

（予定日） 

内容 参加者 講師 

2022年３月１日 

（実施済） 

Withコロナ・Afterコロナの働き方と

実務上の留意点ビデオ  

前内部監査室

長 

法律事務所F社 

2022年３月18日 

（実施済） 

改正公益通報者保護法 前内部監査室

長 

顧問弁護士 

2022年３月28日 

（実施済） 

内部監査ビデオ閲覧 前内部監査室

長 

放送大学・日本内部監査

協会 

2022年４月28日 

（実施済） 

関連当事者取引  前内部監査室

長、内部監査

室長、内部監

査職員 

社外取締役 

2022年５月31日 

（実施済） 

関連当事者取引講義 内部監査職員 内部監査室長 

2022年６月22日 

（実施済） 

東京都労働セミナー（東京都主催） 内 部 監 査 室

長、内部監査

職員 

東京都 

2022年７月29日 

（実施済） 

ITセキュリティ 内 部 監 査 室

長、内部監査

職員 

常勤監査役 

2022年９月６日 

（実施済） 

日本内部監査協会基本コース第１回 内部監査職員 日本内部監査協会 

2022年９月16日 

（実施済） 

日本内部監査協会基本コース第３回 内部監査職員 日本内部監査協会 

2022年９月21日 

（実施済） 

日本内部監査協会基本コース第４回 内部監査職員 日本内部監査協会 

2022年９月30日 

（実施済） 

規程等管理規程研修 内部監査職員 内部監査室長 

2022年10月30日 

（実施済） 

貸金業協会向けオンデマンド研修 

（中小企業の情報セキュリティ対策ガ

イドライン） 

内 部 監 査 室

長、内部監査

職員 

独立行政法人 情報処理

推進機構（IPA） セキュ

リティセンター 

2022年11月11日 

（実施済） 

日本内部監査協会基本コース第２回 内部監査職員 日本内部監査協会 

2022年11月30日 

（実施済） 

IIA監査情報解説コース 

サーベンス・オクスリー法の20年 

～20 years of Sarbanes-Oxley～ 

内 部 監 査 室

長、内部監査

職員 

日本内部監査協会 

2022年12月23日 

（実施済） 

記述情報解説（コーポレートガバナ

ンスの状況等） 

内 部 監 査 室

長、内部監査

職員 

金融庁 

2023年１月31日 

（実施済） 

財務報告に係る内部統制の評価及び

監査の基準のあり方について 

内 部 監 査 室

長、内部監査

職員 

企業会計審議会内部統制

部会 

 

③ 取締役会へのオブザーバー参加 

【改善措置】 

取締役会での指摘や懸案を直ちに監査に反映し、そのフォローを容易にすることを目的として、取締役
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会にオブザーバーとして内部監査室を参加させる運用を実施いたします。 

また、2022年４月からの定時取締役会において、内部監査の結果報告を内部監査室長より行うこととい

たします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、内部監査室は、2021年８月10日の取締役会よりオブザーバーとして参加し、

2022年４月15日の取締役会より内部監査状況について報告を行っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

継続して、取締役会にオブザーバーとして参加し、内部監査状況について報告を行っております。 

 

④ 会計監査人・監査役との連携 

【改善措置】 

「(c) ③ 監査役会の運営方法の見直し」及び「(c) ④ 会計監査人及び内部監査室との連携」に記載のと

おり、内部監査室が、監査役会事務局を担い、監査役との連携を強化するとともに、三様監査の観点から

会計監査人と監査役との協議の場にも出席し、情報共有、連携を行ってまいります。また、内部監査室長

は監査役と懸念事項や社内状況及び営業状況について相互の情報共有を行うとともに、以下の業務を行う

ことで改善点を是正するためのフィードバックを役職員に対して実施、体制を整備してまいります。 

(ⅰ)統制環境、リスクの評価と対応、統制活動などの基本的要素で構成される全社統制のチェックリス

トに基づく、取締役会や監査役会の議事録の参照や関係者へのヒアリング 

(ⅱ)各部門が作成した業務フロー図及びRCM 又は業務記述書等に基づき、実務の作業に対してポイント

となる作業(キーコントロール)の証跡確認を行い、業務の整備評価及び運用評価 

(ⅲ)全社統制のチェックリストや業務フロー図等について、内部監査室による確認だけでなく、会計監

査人においても運用評価を実施する前に全社統制のチェックリストや業務フロー図に記載された統

制の整備状況についての確認 

(ⅳ)監査後に改善したほうが良いと思われる内容が会計監査人又は内部監査室から指摘された場合、各

部門で対処方法を検討・修正 

なお、業務改善に関する役職員へのフィードバックについては、2023年３月期の内部監査を通じて改善

すべき事項がないかの確認を行った後、2022年６月に行うことを想定しております。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

「(c) ③ 監査役会の運営方法の見直し」及び「(c) ④ 会計監査人及び内部監査室との連携」の改善状況

に記載のとおり、会計監査人及び監査役との情報共有、連携を図っております。 

また、改善措置に記載の(ⅰ)～(ⅳ)については、2022年３月期のJ－SOX監査の中で実施しており、(ⅰ)

について、J-SOX監査の全社統制の実施時に取締役会議事録、常務会議事録、監査役会議事録を確認すると

ともに、各会議体にオブザーバーとして参加し、作成された議事録についても随時確認を行っております。

(ⅱ)については、2022年３月期J-SOX監査により整備評価及び運用評価にて実施をいたしました。(ⅲ)につ

いては、会計監査人に、往査時やメールにて内容を確認いただいており、その他、コンサルティング契約

をしている外部専門家にもご指導をいただいております。具体的には、日常的な業務指導及びJ-SOXの支援

を依頼している外部コンサルタント会社B社と2022年３月期J-SOX評価について擦り合わせを行ったほか、

2023年３月期についての方針作成等にご協力いただくこととしました。また、外部コンサルタント会社A社

からも日常的な業務指導と業務監査の指導を受けております。 

(ⅳ)について、2022年３月期J-SOX監査は、2021年12月に全社的な内部統制を実施完了させ、2022年３月

にＩＴ全般統制、業務処理統制（税効果会計、貸倒引当金を除く）を実施完了し、税効果会計、貸倒引当

金については決算後2022年６月に完了させました。同J-SOX監査の中で多数の不備事項を検知いたしました。

原因は職員が定着していなかったことにより、業務引継ぎが不十分であったこと、及び規程の理解不足に

よるものであり、業務処理統制の主体となる財務経理については、要員が固定せず、過去の引継ぎも十分

でない状況でありましたが、６月以降、経理業務経験が深いリーダー、担当者が入社し体制が整備されま

した。７月に業務監査の結果と改善要請を行い、今後８月以降、J-SOXの改善を外部専門家も交えて行うこ
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ととしました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

継続して、2022年８月８日時点の改善状況に記載の、会計監査人及び監査役との情報共有、連携を図っ

ております。 

改善措置に記載の(ⅰ)～(ⅳ)のうち、(ⅰ)について、引き続き、取締役会議事録、常務会議事録、監査

役会議事録を確認するとともに、各会議体にオブザーバーとして参加し、作成された議事録についても随

時確認を行っております。(ⅱ)については、改めて、2023年３月期のJ-SOX監査にて、整備評価及び運用評

価を進めており、外部専門家である外部コンサルタント会社A社とコンサルティング契約を締結し、財務報

告に係る内部統制の整備及び運用状況の評価に関する基本計画書を2022年10月28日の取締役会で決議して

おります。 

なお、日常的な業務指導及びJ-SOXの支援を受けておりました外部コンサルタント会社B社との契約につ

いては、これまでの納品・成果物等にについて、新任常勤取締役で総合的に評価した結果、外部コンサル

タント会社A社に支援業務の依頼先を一本化することが好ましいと判断し、2022年９月30日をもって契約を

解除しております。(ⅲ)については、引き続き、会計監査人に往査時やメールにて内容の確認いただいて

おります。(ⅳ)については、継続して会計監査人とのやり取りの中で、指摘を受けたものについては、適

宜対応しております。また、内部監査にて問題のあった項目については、継続してフォローアップ監査を

実施することで、各部署・部門における対応状況を内部監査室で確認し、継続して改善を促しております。

フォローアップ監査の実施状況については、「⑤ 内部監査方法の見直し」項目をご参照ください。 

 

⑤ 内部監査方法の見直し 

【改善措置】 

直近における内部監査計画については、改善計画の実施・進捗の確認を最重要項目とし、重点的に監査

を実施してまいります。加えて、重点拠点においては業務マニュアルの確認を行うとともに、後述する「c．

(f)取引モニタリング」に記載しております稟議書の全件チェックや新規取引等の一定期間のモニタリング

の実施及び規程について業務フローとの乖離がないか等を含め定期的な見直しを行うなど、内部監査強化

を図ってまいります。なお、現状、内部監査機能は本社以外にもワンアジア証券株式会社に内部監査室を

設置しておりますが、関係会社の内部監査結果はすべて当社の内部監査室に報告をあげるよう親子間の連

携を密にし、当社グループとして内部監査業務の強化を図ってまいります。また、リスクアプローチによ

る分析を行い、分析結果に従った監査項目の重要性を鑑み、全部門を一律に同様の監査をするのではなく、

限られたリソースをリスクの高い部門又は業務に集中的に配分できるよう仕組みを構築してまいります。 

改善計画の実施・進捗の確認も含めた内部監査については、2023年３月期の内部監査として実施を予定

しており、2022年４月に内部監査計画書を立案、2022年５月に内部監査を実施し、監査結果として改善が

必要な事項については改善を促し、2022年７月のフォローアップ監査にて、改善状況を再度確認する予定

でおります。 

加えて、これまで内部監査、J-SOXの計画及び監査結果等は、内部監査室から代表取締役社長へ承認申請

や報告を行うこととしておりましたが、今後においては、計画や監査結果等について、代表取締役社長だ

けでなく、取締役会、監査役会、並びに経営等監視委員会へ報告し、経営陣がより内部監査結果等につい

て共有・把握する事で、適切な指示等が行える体制を構築してまいります。各会議体への報告は、2022年

４月より実施する予定です。 

また、特に監査役会とは、「④ 会計監査人・監査役との連携」に記載のとおり、内部監査室で監査役事

務局を担い、より連携を密にしてまいります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年４月に内部監査計画書を策定し、2022年５月に当社及び国内子会社全社を対象として内部監査を

実施いたしました。なお、内部監査計画書の策定にあたっては、代表取締役社長の承認後、監査役会、経

営等監視委員会、取締役に報告を行い、監査結果等についても各会議体に月次で報告しております。 

なお、ワンアジア証券株式会社については、別途同社において内部監査室が存在しますが、現当社内部

監査室長が４月に参画して間もない状況でもあるため、内容を把握のため、当社内部監査室と協働で、内
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部監査を実施いたしました。 

その他子会社については事業統括部に対するヒアリングにより監査を実施いたしました。にっぽんイン

キュベーション株式会社については、自主規制法人往査の際に職員の勤務実態確認が不十分であった等の

指摘もあり実施基準について見直しを行うこととしました。 

その後、内部監査室は６月以降100億円融資の監査役会調査に協力したため、監査報告書の作成が遅れ、

各部署へのフィードバックは７月以降に順次実施しております。今後、2022年８月にフォローアップ監査

の実施を予定しております。また、５月において、事業統括部を通して、ヒアリング調査等を行った一部

子会社について、今後往査を実施することといたしました。 

なお、業務マニュアルの確認については、外部コンサルタント会社B社の指導による業務マニュアル修正

もほぼ完了したとの報告を受け、2022年７月以降業務マニュアルの確認を開始いたしました。特に財務経

理関連マニュアルについては、J-SOXにも関連しておりますので、確認のうえ外部コンサルタント会社B社

と連携していくこととしました。 

さらに、上記の業務監査とは別に稟議書、捺印申請書、支払確認書について全件確認を行っておりま

す。稟議書については、適切な決裁が行われているか、捺印申請書については稟議等に基づいた捺印手続

きが行われているか、支払確認書は稟議等に基づいた適切な支払いが行われているかを確認しておりま

す。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

アジアインベストメントファンド株式会社の譲渡に伴い、内部監査計画の見直しを実施し、内部監査室

の年間監査及び業務予定について2022年９月30日取締役会で報告を行い、見直した年間予定に基づき、フ

ォローアップ監査等を実施しております。これに伴い、職員の勤務状況等が確認できていなかったにっぽ

んインキュベーション株式会社を含むアジアインベストメントファンド株式会社傘下のグループ会社につ

いては、改めて往査を実施する予定でおりましたが、当社グループから外れておりますため、監査対象外

といたしました。 

海外子会社の往査については、2022年10月当初、2022年内での往査を検討しておりましたが、事業実態

のある臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司については、コロナによる入出国規制があったこと、また、そ

の他の事業活動を停止している海外子会社も含めて、会社を清算するのか維持するのかで監査項目・監査

観点が変わってくると判断し、清算か、維持かも含め、今後手続等を含めた方針決定後に実施することと

し、2023年１月から３月に実施することといたしました。 

実施状況につきましては、2023年１月17日にPROMINENCE INVESTMENTS PTE. LTD.の内部監査を実施いた

しました。 

ASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA SDN.BHD、CLEATH BIOMASS ENERGY SDN.BHD.については、当初2023

年２月８日を予定しておりましたが、現地が春節のため、訪問を予定しておりました現地監査法人等への

訪問が難しいため、2023年２月13日を予定しております。 

臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司については、2023年２月上旬の往査を予定しておりましたが、2023

年１月上旬のビザの発給停止に伴い、２月上旬での往査が難しい状況となりました。2023年１月29日付け

でビザ発給が再開されましたので、速やかに実施すべく、現在日程調整等を始めておりますが、実施時期

については、2023年３月となる見込みです。 

また、J-SOXについては、外部コンサルタント会社A社とコンサルティング契約を締結し、整備を進めて

おり、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況の評価に関する基本計画書を2022年10月28日の取締役

会で決議いたしました。 

規程及び業務マニュアルの整備については、規程や実務フローとの整合性の確認を実施し、2022年12月

において整備が一旦完了いたしました。現在は、J-SOX整備の中で業務プロセスの整備・運用評価を実施す

る中で、プロセスの最適化、見直しが生じた場合には、規程・業務マニュアルのアップデートをすること

としております。 

なお、当社及び国内子会社のフォローアップ監査については、2022年８月末までに１回目を実施、以降

2022年10月に２回目、2022年12月に３回目を実施し、３回目で是正がされていない項目について、2023年

１月末までに再度フォローアップ監査を行い、フォローアップ監査項目について、是正されていること、

または具体的な改善に向けてのスケジュール、マイルストーンが示されていることを確認いたしました。



- 23 - 
 

是正を確認していない項目としては、年度予算計画の策定や人事評価の実施などであり、事業年度末に実

施予定のあるもので、こちらについては実施状況については、確認するとともに来期の内部監査において

も改めて確認を実施いたします。 

 

(f) 組織体制の整備 

① 兼任状況の解消 

【改善措置】 

不適切な取引の発生原因として、特定の役員が、事業部門及び管理部門並びに関係会社の役員を兼務し、

重要な情報及び権限が当該役員に集中した結果、社内の情報流通が阻害され、部門間牽制が弱化したこと

が要因として挙げられます。当社では、これに対応するため、2022年２月２日開催の定時株主総会にて経

営体制を新体制に移行し、新任の業務執行取締役である徐が管理部門を管掌し、管理部門の管理職が事業

部門及び関係会社の取締役を兼務する状況を解消いたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年２月２日開催の定時株主総会にて経営体制を新体制に移行し、新任の業務執行取締役である徐が

管理部門を管掌し、管理部門の管理職が事業部門及び関係会社の取締役を兼務する状況を解消いたしまし

た。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年９月13日の当社定時株主総会継続会において、新たに管理部管掌取締役として、小清水 裕が就任

いたしました。また、管理部管掌取締役であった徐は、管理部管掌を外れ、2022年10月28日付で事業統括

部部長に就任しております。なお、管理部管掌取締役である小清水は、事業部門及び関係会社の取締役を

兼任しておりません。 

 

② 財務経理責任者の独立性の確保 

【改善措置】 

不適切な取引発生時においては、当社管理部門管掌取締役であった髙瀬氏が、T７社の代表取締役を兼任

していたことから、会計面に関する当社によるT７社への牽制が機能していなかったことは、不適切会計事

案の発生原因の一つであったと考えております。これを改善するため、当社では、上記、「①兼任状況の

解消」項目に記載のとおり、髙瀬氏が取締役を退任して以降、執行役員が管掌しておりました管理部門を、

新任の業務執行取締役である徐が管掌し、事業部門及び関係会社の取締役を兼任しないものといたします。 

また、社外取締役、社外監査役にそれぞれ会計士資格を持つ者が就任したことにより、経営等監視委員

会を通して、情報共有を強化することで、専門的な知見からの財務・会計に関する牽制をかけてまいりま

す。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置及び兼任状況の解消に記載のとおり、2022年２月２日開催の定時株主総会にて経営体制を新体

制に移行し、新任の業務執行取締役である徐が管理部門を管掌し、管理部門の管理職が事業部門及び関係

会社の取締役を兼務する状況を解消いたしました。 

なお、管理部門の管掌について、第三者委員会からの提言にある「業務を執行している取締役を兼任し

ていない経理・会計に熟知した者を経理担当取締役（CFO）として選任」を踏まえて、新役員の選定を進め

てまいりましたが、上記の提言を満たすと判断できる人物の選定が進まない中で、これ以上の役員の見直

しの遅れは、全体的な内部管理体制の再構築の遅れに繋がると判断したことから、財務・経理に精通した

リーダーを採用することを前提に、当社の内情と現状をよく理解している徐を社外取締役から、常勤の管

理部管掌取締役として選任いたしました。 

また、財務担当、経理担当のリーダーについては、後述する「③ 財務・経理部門の強化及び体制整備」

に記載のとおり、2022年６月１日時点において、それぞれ財務・経理に精通したリーダーを配置しており

ます。 

なお、第三者委員会の提言にある経理・会計に熟知したCFOの必要性は理解しており、引き続きCFOとな
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る人材の招聘または内部昇格を検討しておりましたが、「(a) ①役員構成の見直し」に記載のとおり、

2022年９月13日開催の定時株主総会の継続会において選任する当社管理部管掌取締役候補者として、小清

水 裕を選任いたしました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年９月13日の当社定時株主総会継続会において、新たに管理部管掌取締役として、小清水 裕が就任

いたしました。小清水は、2022年８月８日時点の改善状況にも記載のとおり、みずほ銀行にて業務監査部

監査主任を経験し、金融庁検査局にて検査主任、PwCあらた有限責任監査法人にて経営管理体制等のアドバ

イザーを務めた経歴を有しており、第三者委員会の提言にあった経理・会計に熟知したCFOにも合致するも

のと判断しております。 

なお、「① 兼任状況の解消」に記載のとおり、小清水は、事業部門及び関係会社の取締役を兼任してお

らず、管理部門の管理職が事業部門及び関係会社の取締役を兼務しない状況を継続しております。 

また、財務経理については、引き続き、財務担当、経理担当にそれぞれ、財務・経理に精通したリーダ

ーを配置しており、小清水が参画したことで、より財務経理部門の強化に繋がったと考えております。 

 

③ 財務・経理部門の強化及び体制整備 

【改善措置】 

不適切な取引の発覚以降、財務経理の透明性の強化のため、一時的に財務経理機能を外部にアウトソー

シングしておりましたが、新体制への移行にあたり、財務経理機能の内製化及び強化を実施いたします。

具体的には、管理部門において、財務経理に精通したリーダーを財務担当、経理担当としてそれぞれ１名、

合計２名を採用し、配置いたします。採用時期については、遅くとも2022年４月末までに上記２名のリー

ダーと担当２名、合計４名の採用を完了させる計画です。 

また、外部専門家を講師とした勉強会の開催、外部セミナーへの参加など、経理部門として必要な会計

知識を向上していくための施策を講じてまいります。なお、具体的な計画については、財務経理部門員採

用中のため、採用の完了時期も踏まえて計画を策定中です。 

加えて、経理規程・連結決算規程及び業務マニュアルの整備及び見直しを行うことにより、会計処理の

基準等を明確にいたします。今後、その運用状況を内部監査室が内部監査時に、規程やマニュアルの遵守

状況について、面談によるヒアリング及び書面の視認、現場調査によって継続的に確認することで、運用

の徹底を図ります。具体的な見直し内容については、規程及びJ-SOXの見直し及び整備を通じて、会計処理

の基準等で不明瞭なものがなかったかなど確認していくことを想定しております。 

関連する規程の整備については、2022年４月中を目途に完了させる予定といたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

2021年７月から2022年３月末までの間、経理支援業務、連結決算作成業務、四半期報告書及び短信作成

業務、計算書類、招集通知、有価証券報告書作成業務、その他付随する業務について、公認会計士事務所D

社の支援を受けておりました。また、併せて、公認会計士事務所E社にて、決算支援を受けておりました。 

財務・経理部門については、財務担当２名、経理担当２名の計４名体制を構築しております。財務担当、

経理担当いずれにおいても、財務経理に精通したリーダーを配置しております。しかしながら、「(e) ④ 

会計監査人・監査役との連携」の改善状況にも記載のとおり、職員の定着が課題となっており、2022年６

月末に財務担当１名の退職に伴い、2022年７月１日付で１名を採用する形で４名体制を維持しております。

外部専門家を講師とした勉強会の開催、外部セミナーへの参加など、経理部門として必要な会計知識を向

上していくための施策については、上記のとおり、担当者が定着しない状況であったことから、引き続き

計画を検討することとしました。 

職員が定着しなかった点については、改善措置に記載のとおり、経理財務機能が全く社内にない、ゼロ

の状況から、特設注意市場銘柄解除に向けて、しっかりとした体制を再構築する必要があったため、未整

備の状況が多く、また、業務分担の整理が出来ない中で、職員は、入社後すぐに多忙な業務に対応しなけ

ればいけないことが原因でありました。しかしながら、現在は、外部専門家や公認会計士事務所の指導や

フォローにより、体制整備や業務分担についても概ね完了し、各職員への業務負担も軽減されるようにな

り、今後は職員が定着していくものと考えております。 
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また、このような状況であることから、当社職員への指導、連結決算・申告等の作成支援を、公認会計

士事務所E社より受けております。加えて、新たに財務経理体制一層の強化のため、2022年７月１日より公

認会計士１名を業務委託として月10日間（その他電話相談）配置し、職員への業務指導、月次決算の強化、

四半期決算、連結決算等の業務・実務指導を受けております。職員定着の課題はあるものの、財務経理機

能の内製化及び強化が着実に進んでおります。 

  また、経理規程・連結決算規程については、2022年５月20日に改定・新設しました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

引き続き、公認会計士事務所E社より、当社職員への指導、連結決算・申告等の作成支援を受けておりま

す。また、公認会計士１名の業務委託についても継続しております。なお、支援の継続の有無については、

後述のとおり、人員強化や知識・スキル習得のための取組みを充実させ、内製化に向けて体制整備を図っ

ておりますが、現体制下における年度末の決算業務など、経験等が不足している点があることから、来期

以降については、2023年３月期の年度末決算業務の状況等に基づき判断したいと考えております。 

人員体制については、2022年10月より、管理部人事担当の職員１名について、将来的に財務経理担当

に異動することを念頭に、財務経理業務の一部の業務を担当しております。 

また、2023年１月１日付で財務経理の職務経験を有する人員を１名新たに採用いたしました。なお、

採用に合わせて、１名を他部署へ異動させたため、人員数には変更はありませんが、財務経理経験者を

配置することで、より財務経理部門の整備が進められると考えております。 

この結果、2023年２月７日時点において、管理部人事担当の職員含め４名体制を維持しております。 

 また、人員体制が整備されたことから、財務経理部門の強化のため、財務経理チーム研修プログラムを

2022年９月より開始いたしました。これまでに、９月「会計ソフトにおける電子承認の操作方法」、10月

「インボイスについて」、12月「記述情報の開示の全体像」と、計３回実施しております。 

加えて、整備した規程とマニュアルとの間にて不整合が生じておりましたため、2022年８月下旬より

再度、業務マニュアルの見直しを実施し、規程に紐づいた年度決算マニュアル、四半期決算マニュアル、

月次決算マニュアルを2022年11月11日までに整備し、当該マニュアルに基づく運用を開始いたしました。 

 

④ 法務担当者の採用 

【改善措置】 

当社グループとしての法務・リスクチェック体制が不足していたと考えております。これを改善するた

め、前述のとおり経営等監視委員会にてリスク等について審議いたしますが、これとは別に当社内におい

て、法務・リスク対応する体制の整備として、法務関連の知識と経験を有する担当者１名を新たに2022年

３月に採用いたします。 

なお、法務・リスクチェックについては、後述する「３．(b) 稟議フローの見直し」に記載のとおり、

稟議フロー及び取引先の信用調査等のフローを整備し、2022年３月14日より運用を開始いたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

  改善措置に記載のとおり、2022年３月に１名、法務関連の知識と経験を有する担当者を採用いたしまし

た。その後、４月に法務の知見を有する管理部IR・総務を１名、追加で採用いたしました。前内部監査室

長の退職に伴い、内部監査室に欠員が生じるため、３月に入社した当該法務担当者が監査経験も豊富な人

材であったことから、５月１日付で異動いたしました。そのため、４月入社のIR・総務担当者が現在、法

務担当者となりました。 

  また、法務・リスクチェックについては、改善措置に記載のとおり、稟議フロー及び取引先の信用調査

等のフローを整備し、2022年３月14日より運用を行っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

引き続き、IR・総務担当者が法務担当を兼任する形で対応しております。また、法務・リスクチェック

についても継続して実施しております。 

 

⑤ 適時開示体制の整備 
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【改善措置】 

今後、再発防止のコーポレート・ガバナンスの改善と合わせて、ステークホルダーの皆様に適切に情報

を提供していく体制を構築するため、組織体制の見直し、並びに適時開示体制の整備を実施いたします。 

具体的には、組織体制の見直し及び、適時開示の業務分掌について整理並びに担当人員を強化し、これ

までIR担当者１名であった体制から、管理部IR・総務（法務・適時開示含む）として、上記「④ 法務担当

者の採用」に記載の１名に加えて、もう１名担当者を増員し、３名体制として、IR、適時開示、法務及び

各種会議体の事務局を担う体制に変更いたします。また、開示規程を整備し、規程内に適時開示対象とな

る事象（報告事項）について適時開示要件のリストを定め、適時開示に該当する内容の把握及び役割分担

等について明確化し、管理部IR・総務において、適時開示規則や開示規程についての読み合わせや適時開

示に関する外部セミナーを受講し、内容の理解を深めてまいります。加えて、グループ全役職員に対して、

適時開示に関する研修を実施するとともに、関係会社に対して、適時開示対象となる事象（報告事項）に

ついて、定期的に周知徹底を行い、また、レポートラインを明確化することで、適時開示が必要となる事

象が発生した際には、関係会社より当社IR・総務に早期に報告が上がる体制を構築し、運用していくこと

といたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、組織体制の見直し及び、適時開示の業務分掌について整理並びに担当人員を

強化し、これまでIR担当者１名であった体制から、管理部IR・総務（法務・適時開示含む）として、法務

担当者の１名に加えて、もう１名担当者を増員し、３名体制として、IR、適時開示、法務及び各種会議体

の事務局を担う体制に変更いたしました。実務面では、開示規程を2022年４月15日に改定し、同規程にお

いて、適時開示する情報及び適時開示フローを定め、東京証券取引所会社情報適時開示ガイドブックの読

み合わせ及び東京証券取引所や外部機関が主催する適時開示に関する研修を受講し、適時開示事項に対し

ての理解度の向上に努めております。加えて、グループ全役職員に対して、適時開示事項の周知徹底を行

い、該当の可能性がある場合は速やかに管理部IR・総務に相談するよう促しており、子会社・関係会社に

ついては事業統括部が稟議等を通じて実態把握に努め、適時開示事項に該当する内容は速やかに当社管理

部IR・総務に報告・相談する体制を構築し、運用しております。具体的には、毎週月曜日、木曜日に当社

の全職員が参加する定例会議にて周知を行うとともに、子会社・関連会社については、事業統括部が毎月

実施する子会社・関連会社との定例会において、周知を行っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

再発防止策の実施を進め、適時開示体制を整備する中で、2022年６月30日付け適時開示「財務報告に係

る内部統制の開示すべき重要な不備に関するお知らせ」及び2022年７月27日付け適時開示「特別利益計上

に関するお知らせ」において、開示遅延の恐れがございました。適時開示自体は、東京証券取引所上場部

からの指摘により、早期に対応したため、開示遅延とはなりませんでした。 

しかしながら、当該事案を踏まえて、再度組織整備を検討する中で、適時開示業務を担当する管理部

IR・総務は、適時開示、法務、総務と業務内容が多岐にわたっていること、法務における訴訟関連業務が

繁忙であることから、業務負荷が増加しており、これが原因の一端であると思料いたしました。 

これに対応するため、特に法務担当を担い、業務負荷が増加していたIR・総務リーダーの業務負荷を低

減するため、IR・総務リーダーを２名とする体制に変更し、当該リーダーの法務以外の業務負荷を低減さ

せました。 

また、訴訟関連業務の業務負荷は一時的なものでありますが、より体制を強化するため、新たにIR・総

務担当を１名採用し、管理部IR・総務を４名体制として、法務担当とIR・総務担当に業務分担し、各職員

の業務範囲、業務負担の軽減を実施する予定です。なお、IR・総務業務経験者からの応募が少ないため、

適切な人材が見つかり次第、速やかに採用する予定として、明確な期限は設けておりません。 

また、継続して、東京証券取引所や外部機関が主催する適時開示に関する研修を受講し、適時開示事項

に対しての理解度の向上に努めております。基本的な適時開示関連に関する研修は一巡したため、2023年

１月以降は、毎月IR・総務リーダーにて、時事等を勘案し、研修内容を決定しており、今後も継続して実

施していく方針です。 

なお、適時開示に関する外部セミナー等の参加状況は以下のとおりです。 
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実施日 内容 対象 講師 

2022年３月度（実施済） 

オンラインによる実施 

適時開示セミナー（新

任者編・実務編） 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年４月度（実施済） 

オンラインによる実施 

これだけは知っておき

たいIR担当者の一年間 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年５月度（実施済） 

オンラインによる実施 

適時開示セミナー（新

任者編・実務編） 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年５月度（実施済） 

オンラインによる実施 

広報・IR担当のための

IR基礎講座 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年６月度（実施済） 

オンラインによる実施 

不適正開示の未然防止

について 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年７月度（実施済） 

オンラインによる実施 

グループ全体における

実効的な不祥事・危機

への対応及び管理体制

について 

当社管理部IR・総務 外部コンサルタント会社 

2022年８月度（実施済） 

オンラインによる実施 

昨今の不祥事・リモー

ト環境を踏まえたコン

プライアンス 

当社管理部IR・総務 法律事務所G社 

2022年９月度（実施済） 

 

近時の開示不正の実態

と社外役員の役割 

当社管理部IR・総務 大学教授講演記録及び配布資料の

内容確認 

2022年10月度（実施済） 

オンラインによる実施 

改定コーポレートガバ

ナンス・コードとサス

テナビリティ 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年11月度（実施済） 

オンラインによる実施 

スチュワードシップ・

コード再改訂のポイン

ト 

当社管理部IR・総務 ㈱東京証券取引所WEBセミナー 

2022年12月度（実施済） 

 

子会社の発生事実、決

定事実 

開示のバスケット条項

について 

当 社 管理 部 IR ・ 総

務、事業統括部 

管理部IR・総務リーダー 

2023年１月度（実施済） 

オンラインによる実施 

運用会社におけるESG開

示情報の活用について 

当 社 管理 部 IR ・ 総

務、事業統括部 

㈱東京証券取引所WEBセミナー 

 

 

(g) グループ統制の整備 

① 関係会社の役員構成の見直し 

【改善措置】 

各関係会社において、担当する特定の役員に権限が集中し、また当社の関係会社管理体制の不備から、

担当する特定の役員が関係会社を利用して不適切な取引等が行える環境にありました。これを改善するた

め、関係会社については、主要な子会社であるアジアインベストメントファンド株式会社及びワンアジア

証券株式会社以外の関係会社については、原則、代表取締役社長１名と非業務執行取締役（当社社外取締

役）１名の２名体制とし、事業部門と管理部門の牽制の観点から、当社管理部門管掌役員は取締役の兼務

を禁止といたします。 

「原則」としているのは、海外関係会社において、現地の法令等に基づき３名以上の役員が必要となるケ

ースなどがあるためです。 

当社の主要な子会社であるアジアインベストメントファンド株式会社については、特に重要な子会社で

あることから、役員構成については、当社と同様に、業務執行取締役３名、非業務執行取締役３名（当社

の独立役員２名含む）、監査役３名の役員構成を検討しております。 

また、当社の子会社であるワンアジア証券株式会社は、証券会社であるため、業種柄、親会社からの制
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約を受けてはならない（独立性を担保する必要がある）との指導を監督官庁である関東財務局から受けて

おりますので、役員人事について、当社取締役会の決議対象から除外しております。 

なお、関係会社の役員人事についても、経営等監視委員会で審議するものとします。 

上記記載の取締役会及び監査役を廃止し、代表取締役社長１名と非業務執行取締役（当社社外取締役）

１名の２名体制とすることについて、2022年２月14日の取締役会にて承認し、2022年４月末までを目途に

順次新たな体制に移行する予定といたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、アジアインベストメントファンド株式会社及びワンアジア証券株式会社を除

き、原則、代表取締役社長１名と非業務執行取締役（当社社外取締役）１名の２名体制とし、事業部門と

管理部門の牽制の観点から、当社管理部門管掌役員は取締役の兼務を禁止といたしました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

当社グループは、2022年８月15日開催の取締役会におきまして、当社の特定子会社であるアジアインベ

ストメントファンド株式会社の全株式並びにアジアインベストメントファンド株式会社及びその子会社に

対して当社及び当社連結子会社が有する貸付債権をGALLANTLION RESOURCES PTE. LTD.（以下「GRP 社」と

いいます。）に譲渡することを決議し、GRP 社と合意して当該譲渡を実行することといたしました。 

これにより、当社がアジアインベストメントファンド株式会社を介して間接的に出資していた連結子会

社等（にっぽんインキュベーション株式会社、ASIA INVESTMENT FUND(HK) LIMITED、ASIA DEVELOPMENT 

CAPITAL(HK) LIMITED、株式会社AGパワーソリューションズ）も当社グループとの資本関係を解消し、当社

グループから切り離されました。 

ASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA SDN.BHDについては、清算に向けて、役員変更の手続き等を進めて

おり、臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司については、同社の譲渡に向けて、当社代表取締役社長 孫 田

夫が法定代表人に、当社取締役 事業統括部部長 徐 天雄が監事に就任いたしました。当該役員変更手続

きに向けて、2023年２月１日より徐取締役が現地に出張し、役員や現株主の所在地に関する登記事項の変

更手続きを行っております。最速で2023年３月中旬に譲渡完了となる見通しです。 

また、ワンアジア証券株式会社へは、同社の独立性・健全性を確保しつつ、当社の重要な子会社である

同社に対して内部管理体制を強化するために、臨時株主総会の招集を請求し、当該株主総会の決議事項と

して、取締役５名、及び監査役１名の追加選任を請求いたしました。 

その後、ワンアジア証券株式会社より2023年１月26日に臨時株主総会開催する旨の通知を受けていたも

のの、2023年１月12日付けにて、当社から提出資料に不足があるとして、臨時株主総会を2023年２月９日

に延期することを取締役会で決議した旨の通知を受領いたしました。 

これを受け、当社では、2023年１月16日に東京地方裁判所に臨時株主総会招集許可申立を行い、2023年

２月３日に東京地方裁判所より臨時株主総会招集の許可を受け、2023年２月13日にワンアジア証券株式会

社臨時株主総会を開催し、追加役員を選任する予定でおります。 

 

② 関係会社の管理体制の見直し 

【改善措置】 

関係会社については、上記「①関係会社の役員構成の見直し」に記載のとおり、取締役会及び監査役を

廃止し、代表取締役社長１名、社外取締役（当社社外取締役）１名の体制への変更に伴い、原則、主要な

決裁については当社の承認を得るものとします。また当社社長決裁事項など当社取締役会で承認しない関

係会社承認事項については、決裁権限表に基づき関係会社で承認した内容を親会社報告事項と併せて当社

取締役会に報告するものといたします。併せて、当社と同様に、経営等監視委員会にて、審議すべき事案

に該当するものについては、当該委員会で審議し、答申の上、当社取締役会にて決議するものといたしま

す。 

なお、承認事項については、別途監査役会及び経営等監視委員会へも承認した内容を報告するものとい

たします。 

また、関係会社が親会社に承認を得るべき事項、報告すべき事項を含め、関係会社管理については、事

業統括部が主管するものとし、関係会社管理規程において、承認・報告プロセスなど手続きも含めて明確
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化いたします。なお、承認プロセスについては、後述の「３．(2) 稟議フローの見直し」に記載の稟議フ

ローと同様のフローを想定しております。 

これら規程及びプロセスの整備を、2022年４月を目途に完了させ、2022年５月より運用を開始いたしま

す。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

「(a) ④ 取締役会付議案件の見直し」の改善状況に記載のとおり、当社規程類を子会社にも適用し、子

会社の取締役会に付議される決議事項（取締役会を設置していない子会社においては概ね全ての「決定事

項」）については、ワンアジア証券株式会社を除き、全て当社取締役会に諮る運用を実施しております。

フローとしては、各子会社にて起案し、子会社管理を行う事業統括部が議案を受領し、管理部IR・総務に

て取り纏め、常務会、経営等監視委員会での審議を経て、取締役会へ上程しております。 

また、関係会社管理規程を2022年４月15日に改定し、当社の承認・報告事項を明確にするとともに、当

社事業統括部を通じて、当社取締役会への承認・報告を行う旨を規定いたしました。 

同関係会社管理規程に基づき、事業統括部にて、関係会社と定例会を毎月１回開催し、月次業績報告及

び営業状況、今後の見通し等を共有しており、当社への承認・報告事項等について漏れがないかなども併

せて確認しております。また今後発生する可能性がある事項についても、同定例会で報告を受けておりま

す。ただし、緊急を要する事項については都度報告してもらうこととしております。 

なお、関係会社から親会社（当社事業統括部）への報告、承認依頼は、関係会社管理規程第11条の定め

に基づき実施され、当社の社内手続きについては、決裁権限表に基づき実施しておりますが、「(b) ① 経

営等監視委員会の役割」の改善状況に記載のとおり、取締役会に上程する全ての決議事項及び報告事項に

ついて審議または確認する一段厳しい統制を行っており、常務会、経営等管理委員会の審議を経て、取締

役会に上程するフローとしております。 

上記、同定例会で報告された内容等については、留意事項も含めて、事業統括部部長より常務会及び月

末の取締役会において、経営陣へ報告を実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

引き続き、当社規程類を子会社にも適用し、子会社の取締役会に付議される決議事項（取締役会を設置

していない子会社においては概ね全ての「決定事項」）については、ワンアジア証券株式会社を除き、全

て当社取締役会に諮る運用を実施しております。ワンアジア証券株式会社については、取締役会議案一覧

をワンアジア証券株式会社の取締役会開催前に受領し、内容を確認の上、必要に応じて、議案の詳細につ

いて事業統括部またはIR・総務より問い合わせ等を実施しております。 

また、2022年９月より、事業統括部と関係会社で毎月実施する定例会について、議事録を当社事業統括

部で作成し、作成した議事録の内容について、各関係会社にも確認を取る運用を開始いたしました。 

さらに、国内子会社であるワンアジア証券株式会社及びアジアビジネスファイナンス株式会社に加えて、

臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司についても、2022年10月から定例会を開催しております。 

なお、PROMINENCE INVESTMENTS PTE. LTD.、ASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA SDN.BHD、CLEATH 

BIOMASS ENERGY SDN.BHD.については、実質事業停止状態であることから定例会は実施しておりません。 

常務会、取締役会での報告においては、臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司以下、海外子会社４社は譲

渡または清算予定であるため、譲渡または清算に向けての進捗状況等を報告しております。 

一方で、関係会社を管理する事業統括部についても、子会社の管理体制強化並びに海外子会社の清算対

応を踏まえ、人員体制を強化し、2022年８月１日時点、正社員１名ほか１名の２名体制から、2023年２月

７日時点において、取締役である事業統括部部長１名、正社員２名、ほか２名の５名体制に移行しており

ます。 

 

③ グループ再編・関係会社の譲渡、清算についての協議の充実 

【改善措置】 

当社では、不適切な取引で明らかとなった関係会社の管理不備を解消するため、関係会社の統廃合につ

いて検討を行います。 

また、網屋氏が代表取締役社長を務めていた会社が関与していた利益相反取引等を踏まえ、関係会社新
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設、買収については、信用調査やデューデリジェンス等、第三者機関を使った調査や協議の充実を図り、

経営判断をしていく体制を構築いたします。 

なお、企業買収や出資など、新規の投資案件については、経営等監視委員会にて審議し、答申の上、当

社取締役会にて決議してまいります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

関係会社の管理不備を解消するため、関係会社の統廃合について検討を行い、検討の結果、T７社及びマ

レーシアの孫会社であるCLEATH BIOMASS ENERGY SDN.BHD.については、統廃合することを2022年３月25日開

催の取締役会で決議いたしました。T７社については、アジアインベストメントファンド株式会社が2022年

６月30日付で吸収合併しております。CLEATH BIOMASS ENERGY SDN.BHD.については、親会社であるASIA 

DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA SDN.BHDに吸収合併される予定であり手続き中となります。 

また、企業買収や出資など新規投資の案件については、投資事業管理規程の見直しを実施し、投資先の

選定プロセスとして、事業統括部にて、想定される各種リスク（事業リスク、財務リスク、会計リスク、

法的リスク等）の洗い出しとリスクの評価、リスク回避方法の検討、会計処理方針の検討の他、関係会社

が関係する場合はその属性と信用リスク等について検討すること、経営等監視委員会の審議を受けること

などを盛り込んだ改定を2022年４月15日に実施し、当該規程に基づく運用を開始いたしました。 

なお、当該規程に基づく、新規投資等の案件の検討実績は2023年２月７日時点においてありません。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月15日付「特定子会社等の異動（株式譲渡）及び債権譲渡に関するお知らせ」に記載のとおり、

当社は、2022年８月15日の取締役会において、当社の特定子会社であるアジアインベストメントファンド

株式会社の全株式並びに同社及びその子会社に対して当社及び当社連結子会社が有する貸付債権を

GALLANTLION RESOURCES PTE. LTD.に譲渡することを決議し、譲渡を実行いたしました。これにより、アジ

アインベストメントファンド株式会社及び同社が株式を保有しておりましたにっぽんインキュベーション

株式会社、ASIA INVESTMENT FUND(HK) LIMITED、ASIA DEVELOPMENT CAPITAL(HK) LIMITED、株式会社AGパワ

ーソリューションズ並びに投資先であった豊田TRIKE株式会社、C＋株式会社は、当社グループとの資本関

係を解消しております。 

また、2022年９月13日の定時株主総会継続会において、新経営陣に体制移行後、アジアインベストメン

トファンド株式会社を譲渡したことなども踏まえ、新規事業展開などを検討する中で、ASIA DEVELOPMENT 

CAPITAL MALAYSIA SDN.BHD、親会社であるASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA SDN.BHDに吸収合併する予

定のCLEATH BIOMASS ENERGY SDN.BHD.、臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司、PROMINENCE INVESTMENTS 

PTE.LTD.についても清算または譲渡する方針で検討を進めております。 

その中で、臻萃本物（福建）餐飲管理有限公司については、2022年12月23日の取締役会にて、役員の交

代について決議し、最速で2023年３月中旬に譲渡完了となる見通しです。 

PROMINENCE INVESTMENTS PTE.LTD.については、清算前の準備手続きを行っており、準備手続きが完了次

第、清算手続きに入る予定です。 

ASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA SDN.BHD及びCLEATH BIOMASS ENERGY SDN.BHD.については、現地法

人の役員選解任手続の遂行が困難な状況にあるため、法律事務所に委嘱し、清算手続きを進めてまいりま

す。現地の法令に従い、清算手続きには１年前後の時間を要する見通しです。 

 

３．業務・制度等の整備  

(a) 決裁権限表の見直し 

【改善措置】 

意思決定プロセス（決裁権限）の問題として、①最終決裁者のみの記載のため承認フローが不明確、②営

業活動に関する決裁事項や金額基準等の問題、③代表取締役社長への権限の集中を踏まえ、決裁権限表の見

直しを実施することといたしました。 

具体的には、各決裁項目について、起案、１次承認、２次承認、最終承認、報告（情報共有）について、

明確に定めるとともに、決裁項目の過不足及び金額基準の見直しを2022年４月中旬までを目途に実施いたし

ます。 
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【2022年８月８日時点の改善状況】 

決裁権限表を含む稟議規程の改定を2022年４月28日に実施いたしました。新たな決裁権限表においては、

最終決裁者の記載だけでなく、起案者や中間の承認者、決裁後の報告先も含めて決裁権限表に記載する形と

いたしました。また、営業活動に関する決裁項目の追加及び代表取締役社長の決裁権限を見直し、500万円

以上の取引・契約等については、取締役会決議とする形に変更いたしました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年９月30日及び2022年11月25日の取締役会において各種規程類との不整合の解消のほか、代表取締役

の決裁権限などについての見直しを実施いたしました。 

なお、監査役会による「融資証明書」に関する調査事案における再発防止策については、「５ 監査役会

による「融資証明書」に関する調査事案における再発防止策」をご参照ください。 

 

(b) 稟議フローの見直し 

【改善措置】 

上記「(a) 決裁権限表の見直し」と合わせて、曖昧であった稟議フローについても定めてまいります。具

体的な稟議フローとしては、①所属部門の部門長による１次承認、②管理部門による稟議内容の確認とリス

ト化及び決裁権限表に基づく仕分け（部門決裁、社長決裁、会議体での決議、取締役会決議）、③仕分けに

基づく最終承認者または会議体による承認・決議、といたします。 

稟議フローに管理部門での確認・仕分けを含めることで、牽制機能を働かせ、不適切な決裁を防止すると

ともに、適切な決裁権限に基づく決裁を実施いたします。 

稟議フローの整備は、契約のリーガルチェックや取引先の信用調査等のフローの整備と併せて整備を行い、

2022年３月14日より運用を開始することといたしました。 

また、決裁手続きについての勉強会、研修会を、規程の見直し後、規程に関する勉強会、研修会と併せて

各部署及び関係会社にて実施し、役職員の能力の向上を図るとともに運用の徹底を図ります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載の①所属部門の部門長による１次承認、②管理部門による稟議内容の確認とリスト化及び

決裁権限表に基づく仕分け（部門決裁、社長決裁、会議体での決議、取締役会決議）、③仕分けに基づく最

終承認者または会議体による承認・決議のフローを、2022年３月14日より試験的に運用を開始後、2022年４

月１日より本格的な運用を開始しております。また、2022年４月15日に取締役会規程の改定及び経営等監視

委員会運営要項の制定、2022年４月28日に決裁権限表の改定も含めた稟議規程の改定を行い、稟議フローを

明確化し、取締役会へ上程する議案については、議案提出後新たに発生した報告事項を除いて、常務会、経

営等監視委員会の審議を経て、上程しております。 

また、同規程類を子会社にも適用し、子会社の取締役会に付議される決議事項（取締役会を設置していな

い子会社においては概ね全ての「決定事項」）については、ワンアジア証券株式会社を除き、全て当社取締

役会に諮る運用を実施しております。 

なお、関係会社から親会社（当社事業統括部）への報告、承認依頼は、関係会社管理規程第11条の定めに

基づき実施され、当社の社内手続きについては、決裁権限表に基づき実施しておりますが、「ｂ. (b) 経営

等監視委員会の設置 ① 経営等監視委員会の役割」の改善状況に記載のとおり、取締役会に上程する全ての

決議事項及び報告事項について審議または確認する一段厳しい統制を行っており、常務会、経営等管理委員

会の審議を経て、取締役会に上程するフローとしております。併せて、事業統括部にて、関係会社と定例会

を毎月１回開催し、月次業績報告及び営業状況、今後の見通し等を共有しており、当社への承認・報告事項

等について漏れがないかなども併せて確認しております。 

また、決裁手続きについては、毎週月曜日、木曜日に開催する当社全職員が参加する定例会議において、

周知徹底を図っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

稟議手続きにおいて、子会社業務に係る手続きと混同し、不適切な手続きとなっていたこと、また、内部
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監査室、常勤監査役による不備指摘や是正指示が申請者への口頭指導等に終始しており、結果として、稟議

手続きの不備が改善されていなかったことを踏まえ、管理部IR・総務において、稟議書フォーマットについ

て再度の見直しを行い、不備指摘や是正指示を記載する記載欄を設ける形に変更いたしました。また、不備

指摘や是正指示について、長らく改善がみられないものや、軽微でないものについては、内部監査室にて

2022年11月15日より、「照会事項兼回答書」を用いた不備指摘、是正指示を行っております。 

     不備指摘や是正指示があった場合に、軽微なものについては、稟議申請者にて稟議書の修正等対応してお    

ります。また、情報共有として、2022年５月20日以降の取締役会において、内部監査室にて、内部監査状況

の報告として、稟議不備の件数や内容について報告するとともに、別途、定例会議や常務会でも報告・周知

しております。 

 上記の不備指摘や是正指示で長らく改善がみられないものや重要性が高いと内部監査室が判断した不備等

については、上記のとおり、「照会事項兼回答書」を用いた不備指摘、是正指示を行います。照会事項兼回

答書を受領した部門は、当該照会事項について、発生原因の分析、改善事項を記載し、リーダー、部門長の

確認の上、内部監査室に報告するものとしております。また、「照会事項兼回答書」の運用履歴（指摘事

項・原因分析・改善状況）を一覧表に取り纏め、2022年12月23日の取締役会より、報告を開始しております。 

加えて、稟議申請マニュアルにて、手続きや注意事項、チェックポイント等を明確化することで、手続き

の適正化を図るため、稟議申請マニュアルの整備を2022年11月８日に行い、同日よりマニュアルに基づく運

用を開始いたしました。なお、稟議フロー及び各種申請書等の記載方法についての研修を2022年11月28日に

実施し、周知徹底を図っております。 

さらに、事務過誤、事務事故が発生した場合のフォローアップ体制についても、具体的な改善策に繋がる

事務事故・事務過誤報告書を制定・導入し、管理体制強化へのツールとしております。 

 

(c) 稟議・決議事項のナンバリング管理 

【改善措置】 

株式会社トレードセブン質貸付事案においては、バックデートにて当時の代表取締役社長の承認を受け、

取引を実施しており、問題点として、代表取締役社長の決裁権限を超えた決裁であったこと、バックデート

の承認であったことが挙げられます。これに対応するため、「(b) 稟議フローの見直し」に記載の稟議フロ

ーにて、決裁基準に準じた決裁を受けることとし、バックデート対策として、稟議・決議事項については一

覧表と附番を導入し、2022年３月22日よりナンバリング管理を開始いたします。また、後述する「(f)取引

モニタリング」項目に記載のとおり、内部監査室にて稟議書及び取締役会決議事項については全件チェック

を行うこととします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、2022年３月22日よりナンバリング管理を開始し、稟議書及び取締役会決議事項 

については、内部監査室及び常勤監査役にて全件チェックを実施しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

継続して、ナンバリング管理を実施しております。 

 

(d) 利益相反取引の把握及び関連当事者取引防止の強化 

【改善措置】 

当社は、当社または関係会社の役員との間で発生しておりました利益相反取引を十分に把握できていない

状態にありました。これに対応し、原則として、利益相反取引、関連当事者取引については行わないものと

いたします。また、不適切な関連当事者取引や利益相反取引を防止するため、新規に取引を行う先について

は、取引の承認を行うに際して、取引内容、条件、実在性や取引先の信用力などの調査とは別に、取引開始

の経緯及び当該取引先との取引を開始するにあたって、関与する当社役員及び子会社役員（役員等の関連当

事者含む）と取引先との取引・契約関係がないかについても確認を行ってまいります。なお、関連当事者取

引を検討する場合には、申請にあたってその取引の必要性、妥当性及び合理性についても言及の上、経営等

監視委員会及び当社取締役会にて適切な取引であるかを審議いたします。 

また、関連当事者の把握については、管理部門にて、年１回、関連当事者に関する会計基準について会計
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監査人に確認の上、関係会社も含めた全役員に対して、調査票を配布、回収し、リスト化するとともに、当

社及び関係会社の役員の選任・退任時に、リストのアップデートを行うとともに、調査票を送付し、都度関

連当事者リストの修正を行ってまいります。なお、役員が調査票に回答するにあたり、原因分析のとおり、

厳密には関連当事者取引には該当しないものの、関連当事者取引に該当する可能性のある取引が行われてい

たことを受け、報告漏れ等が起きないよう、また、関連当事者について誤解が生じないよう、関連当事者の

範囲について明確に認識できる表等を添付するとともに、関連当事者取引の重要性について、研修なども含

めて対象者に対して説明を行い、変更が生じた場合には速やかに連絡するよう依頼いたします。なお、利益

相反取引、関連当事者取引に関する研修については、４月中に実施する予定といたしました。 

加えて、取引先と関与する役員等との取引、契約関係について、調査票の記載にあたり、虚偽の回答を行

っていることが判明した場合には、新設する懲罰規程に照らし合わせて、経営等監視委員会にて審議を行い、

取締役会で処分を決定することを検討することといたしました。 

規程及びフローの整備については2022年４月中を目途に整備し、運用を開始することといたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、原則として、利益相反取引、関連当事者取引については行わないものとし、取

引を行う場合には全て経営等監視委員会及び当社取締役会にて適切な取引であるか審議しております。また、

不適切な関連当事者取引や利益相反取引を防止するため、取引先について、取引内容、条件、実在性や取引

先の信用力などの調査とは別に、取引開始の経緯及び当該取引先との取引を開始するにあたって、関与する

当社役員及び子会社役員（役員等の関連当事者含む）と取引先との取引・契約関係がないかについても確認

を行っております。 

また、関連当事者の把握については、管理部門にて、年１回、関連当事者に関する会計基準について会計

監査人に確認の上、関係会社も含めた全役員に対して、調査票を配布、回収し、リスト化するとともに、当

社及び関係会社の役員の選任・退任時に、リストのアップデートを行うとともに、調査票を送付し、都度関

連当事者リストの修正を行っております。 

加えて、関連当事者取引の範囲や重要性について理解を促すため、2022年４月28日コンプライアンス研修

の一環として関連当事者取引に関する研修を当社役員向けに実施いたしました。 

なお、関連当事者取引に関連して、本件融資証明書事案の件外調査における対応については、「７ 「融

資証明書」の件外調査結果にて指摘された内部統制上の問題に対する改善措置」をご参照ください。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年９月13日の定時株主総会継続会にて新たに役員となった取締役に対して、関連当事者の把握につい

ての調査票を送付し、取締役からの回答結果に基づき、関連当事者リストをアップデートし、関連当事者取

引がないことを確認しております。また、2022年10月７日、新任役員である孫代表取締役社長、小清水取締

役、但野社外取締役、伊藤社外取締役に対して、グループウェアの関連当事者取引についてのビデオ研修を

案内し、全員の実施を確認しております。 

 

(e) 新規取引開始プロセスの見直しと既存取引の再審議 

【改善措置】 

循環取引が発覚した蓄電池取引のように、本来、取引開始に際して十分な調査を実施すべきところ（取引

内容の正確な把握、想定されるリスク等の網羅的な洗い出し及びリスクに対する適正な評価の実施、会計処

理や契約上の論点の検討に怠りがないか、社内手続きの遺漏はないかなど）、当時、これらを十分に調査す

ることなく、取引が進められておりました。今後は、このような事象が発生しないよう、新規投資案件や新

規事業、もしくは新しい形態の取引の開始にあたっては、上記、「２．(f) ④ 法務担当者の採用」及び上

記「(b)稟議フローの見直し」に記載のとおり、フローの見直しを行い、当該取引の内容、関係会社の属性

と信用リスク、取引において想定される各種リスク（事業リスク、財務リスク、会計リスク、法的リスク等）

の洗い出しとリスクの評価、リスク回避方法の検討、会計処理方針等について、社内で検討を行い、整備す

る決裁プロセスに基づき、経営等監視委員会にて専門性を有する第三者視点からの審議（取引実態を適切に

分析し、法律上及び会計上の問題点等につき十分な検討を実施）し、事業の取組みの可否を決定いたします。

また、会計監査人に対しても、これらの経緯を全て報告した上で、予め会計処理の方針を協議することとい
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たします。 

また、現在実施している既存取引についても、経営等監視委員会において、リスクの洗い出しなどを再度

実施し、取引の継続についての再審議をいたします。既存取引の再審議については、2022年２月14日の正式

な発足を前に「プレ経営等監視委員会」として、2022年１月より実施を開始いたします。上記「２．（g）

② 関係会社管理体制の見直し」に記載のとおり、経営等監視委員会委員である社外取締役が子会社の取締

役を兼務いたしますので、この社外取締役が2022年４月から５月にかけて、子会社の既存取引のモニタリン

グを行い、2022年５月末までの経営等監視委員会にてこれを報告することによって、審議を完了させる予定

ことといたしました。 

なお、第三者委員会報告書に記載のある利益相反取引等、問題のあった取引に関しては、現在全て取引を

終了しており、継続して取引しているものはございません。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、新規取引開始の際には、起案部署及び常務会において、当該取引の内容、関係

会社の属性と信用リスク、取引において想定される各種リスク（事業リスク、財務リスク、会計リスク、法

的リスク等）の洗い出しとリスクの評価、リスク回避方法の検討、会計処理方針等について検討のうえ、経

営等監視委員会にて審議し、取締役会で事業の取組みの可否を決定することとしております。なお、当該プ

ロセスに変更した2022年２月以降、新規取引に該当する事案は発生しておりません。 

また、既存取引については、2022年１月以降、経営等監視委員会に対して、既存取引一覧を提示し、個別

に取引内容について確認を実施いたしました。そのなかで、子会社であるアジアインベストメントファンド

株式会社で実施していた中古遊技機仕入・販売については、再度取引において想定される各種リスク等につ

いて検討の結果、2022年２月の取引を最後に、取引を終了することといたしました。加えて、同様にアジア

インベストメントファンド株式会社で既に取引済みの金銭消費貸借２件について、リスクがある案件として、

貸付金の回収について継続してモニタリング実施し、状況を確認しております。 

さらに、経営等監視委員でもある池田社外取締役にて、各社の社外取締役に就任した際、既存取引を行っ

ていた子会社であるアジアインベストメントファンド株式会社、アジアビジネスファイナンス株式会社、に

っぽんインキュベーション株式会社について、改めて全件網羅的な調査を実施し、上記記載の事案以外に問

題のある取引がなかったことを確認するとともに、経営等監視委員会及び取締役会に報告を2022年５月20日

に行っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

「２．(a) 社外取締役・監査役への情報共有の充実」にも記載のとおり、 新規取引等審議に時間を要する

ことが想定される議案については、新規取引の検討段階から経営等監視委員会及び取締役会に検討状況及び

進捗状況等を報告し、経営等監視委員会にて、当該議案を継続審議していくことといたしました。当該内容

については、新たに経営等監視委員会運営要項に規定し、2022年９月30日の取締役会において改定を決議い

たしました。また、当該運用に合わせて、投資事業管理マニュアルを新たに2022年11月28日に制定し、新規

事業などの新たな案件の実施手続きを明確化し、運用を開始いたしました。 

加えて、2023年１月27日の経営等監視委員会において、経営等監視委員会運営要項の改定について審議を

行い、直近１年間実施していなかった形態又はスキームの取引についても新規事業の対象とする運営要項の

改定を実施いたしました。 

なお、リスクがある案件として、モニタリングを実施していたアジアインベストメントファンド株式会社

で既に取引済みの金銭消費貸借２件については、同社の譲渡によりグループ外となったため、モニタリング

を終了しております。 

また、新規取引、新規投資に該当する事案は発生していないことから、投資事業管理マニュアルに基づき、

実施または検討中の案件はございません。 

 

(f) 取引のモニタリング  

【改善措置】 

新規取引等については、取引開始後、一定期間、内部監査及び監査役監査の重点監査対象に位置付け、監

査を実施いたします。内部監査室及び監査役は、疑義を有した場合、追加の調査を自ら又は関連部署に指示
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して行うものとします。検出事項があれば、直ちに、代表取締役社長、監査役会、取締役会、経営等監視委

員会、会計監査人に報告いたします。 

また、稟議フローの見直しを行う中で、稟議については全て内部監査室に共有しチェックを行い、チェッ

ク結果を取締役会、監査役会、経営等監視委員会へ報告するとともに、重要な稟議については、監査役にて

別途確認することといたします。 

規程及びフローの整備については2022年４月末までを目途に整備し、運用することといたしました。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

稟議フローの試験運用を開始した2022年３月14日以降、取引のモニタリングため、新規取引等含め、全て

の稟議については、別途定めている「稟議フロー」に基づき、稟議決裁後、管理部IR・総務より、内部監査

室に共有され、内部監査室でチェックを行い、内部監査室長よりチェック結果を取締役会、監査役会、経営

等監視委員会へ報告するとともに、稟議書については、全件常勤監査役が別途確認しております。 

全件チェックにおいては、添付書類の不足やファイリング漏れ、会議体への報告漏れ、権限違反等が無い

かなど、軽微な事務処理ミスから重大な違反行為まで幅広い観点で誤りが無いか全件チェックを実施してお

ります。 

また、本件融資証明事案を受け、稟議書のみならず、支払伝票、捺印申請書、契約書等、稟議書以外の書

類についても2022年７月より内部監査室でチェックを行っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

 「２ (c) ② 監査役による監視・監督機能の強化」や「(b) 稟議フローの見直し」にも記載のとおり、

内部監査室及び常勤監査役による不備指摘や是正指示が申請者への口頭指導等に終始しており、結果とし

て、稟議手続きの不備が改善されていない状況が散見されたため、稟議書フォーマットを変更し、書面に

て申請者や決裁者が不備指摘や是正指示を明確に確認できる形にいたしました。なお、内部監査室におき

ましては、現在不備指摘や是正指示に「照会事項兼回答書」を用いております。 

加えて、内部監査室は2022年５月より月次書類検査として前月の稟議申請(稟議申請書)、契約手続(捺印

申請書等)、支払手続(支払確認書等)の全件チェックをし、不備指摘及び是正指示をしたものについて、取

締役会で報告しております。 

また、常勤監査役は、稟議申請(稟議申請書)、契約手続(捺印申請書等)、支払手続(支払確認書等)の全

件チェックをすることとし、2022年12月より前月に不備指摘及び是正指示をしたものについて、経営等監

視委員会で報告しております。 

 

４．コンプライアンス意識の醸成 

今回の不適切な取引を鑑み、経営陣が今回の循環取引や利益相反取引などの不適切行為の発生原因を正し

く理解した上で、コンプライアンスを徹底した経営を行うことを宣言することが必須であり、当社グループ

の全役職員向けに対してコンプライアンス意識向上並びに今後の研修等の重要性を伝えた上で、下記の施策

を実施しております。なお、研修等の実施については、改善計画及びコーポレート・ガバナンスの再構築を

主体的に担う管理部門及び内部監査室にて企画・立案・実行を行い、実施状況について、常務会、経営等監

視委員会、取締役会に管理部管掌役員より報告し、必要に応じて、指示等を仰いでおります。 

 

(a) 企業行動指針の周知 

【改善措置】 

不適切な取引が実施された背景として、旧経営陣のもと、コンプライアンス意識が醸成されない環境下で

あったため、コンプライアンスに関する提言や積極的な改善行動が行われておりませんでした。 

今後の再発防止を徹底する観点から、現経営陣はコンプライアンスを経営上の最重要テーマとして位置付

け、倫理規程の整備、コンプライアンス違反等を行った場合に適用する懲罰規程等を整備するほか、法令・

規程等の遵守のみならず、パブリックカンパニーとして、投資家や市場関係者に対する説明責任も常に意識

して行動するため「企業行動指針」の見直しを実施するとともに、「企業行動指針」を全役職員に説明、同

時に携帯カード形式での「企業行動指針」が記載されたカードの配布や社内掲示板で常時掲示をするととも

に、コンプライアンス研修や週次の定例会議などにおいて、定期的に周知徹底を行うものといたします。 
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【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年４月28日開催の定時取締役会にて企業行動指針を改定し、当社及び勝どきオフィスの関連会社の役

職員に対しては携帯カード形式での「企業行動指針」が記載されたカードを５月９日に配布し、海外関連会

社に対しては同週に英語版をメールし、現地スタッフにカードを配布しております。また、企業行動指針の

内容については、職員向け研修の際に読み合わせを実施するとともに、週２回開催する当社職員が全員参加

する全体ミーティングなどで周知徹底を行い、コンプライアンスの醸成に努めております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

  引き続き、週２回開催する当社職員が全員参加する全体ミーティングなどで周知徹底を行い、コンプライ

アンスの醸成に努めております。 

また、新規採用者に対しては、新入社員研修の中で、「企業行動指針」について内容を確認いただき、誓

約書を署名提出させております。 

 

(b) コンプライアンス研修の実施 

【改善措置】 

全役職員を対象として、コンプライアンスや内部統制に関する研修やｅラーニング・テストを継続的に実

施し、年度ごとに重点テーマを設けて役職員向けのコンプライアンスや内部統制、規程に関する研修等を実

施いたします。直近１年間については、役職員のコンプライアンス意識醸成のため、毎月開催するものとし、

当該研修の中で、テスト形式で理解度チェックを行い、浸透状況を確認してまいります。次年度以降につい

ては、浸透状況を加味して、研修計画を策定するものといたします。 

なお、研修等の実施については、前述のとおり、改善計画及びコーポレート・ガバナンスの再構築を主体

的に担う、管理部及び内部監査室にて企画・立案・実行し、実施状況について、常務会、経営等監視委員会、

取締役会に管理部管掌役員より報告し、必要に応じて、指示を仰ぐものとします。 

また、各部門において、部門が関与する規程の読み合わせによる制度理解の促進や、外部セミナー参加者

による部門内へのセミナー情報のフィードバックなど行い、必要に応じて部門にて業務チェックリストなど

も作成、運用することで、コンプライアンス意識の向上や業務の効率化を図ってまいります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

     コンプライアンス研修については、直近で入社した社員も多く、また規程の全面的な見直しを実施したこ

とから、規程や社内ルールの周知を2022年度の重点テーマといたしました。規程についての研修を通じて、

コンプライアンスや反社会的勢力への対応等含め理解を深めております。また、部門ごとの研修について、

管理部IR・総務及び内部監査室については、部門による研修計画に組み込み実施しておりますが、人員体制

が固まっていなかった管理部財務経理や事業統括部については今後、実施してまいります。しかしながら、

研修等の効果は、実際の業務においても、稟議書の記載不備も少なくなるなど、確実に浸透していると認識

しております。 

     なお、研修計画及び重点テーマの設定にあたっては、リスク・コンプライアンス委員会窓口である管理部

IR・総務と内部監査室で協議のうえ決定し、規程の中から全社員に関係し、重要と判断したものを対象とい

たしました。研修の実施状況については、７月29日の取締役会にて報告しております。 

なお、研修時の出席者については、出席者リストに氏名を記載してもらい出席を確認しております。欠席

者のフォローは研修時に資料を人数分用意しており、欠席者に渡すようにしております。また、現在、研修

終了後に試験を行うようにしております。今後はグループウェアを活用した、勉強会管理機能の活用等も検

討することとしました。検討結果については、2022年８月９日以降の改善状況をご参照ください。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年８月29日より、毎週月・木曜日の週２回開催される定例会議において、社内規程の読み合わせを行

い、規程に関する具体的な事例や質問等意見交換など実施し、規程の周知を図るとともに、コンプライアン

スに関する資料などの読み合わせ、ディスカッションなどを取り入れ、コンプライアンス意識の醸成を図っ

ております。 
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このほか、2022年９月１日より、毎週、コンプライアンスについての研修動画や参考資料を添付し、職員

がいつでも確認できるオンデマンド研修を、グループウェアを通じて配信し、研修の履修状況をモニタリン

グしております。 

オンデマンド研修は、職員用だけでなく、役員用として、2022年10月４日より新任役員向け関連当事者取

引(講師池田取締役)、全役員向けESG情報開示実践セミナー、有価証券報告書の記述情報の解説(金融庁ホー

ムページ掲載)を開講しています。 

研修の履修状況については、リスク・コンプライアンス委員会に報告するとともに、2022年12月27日に過

去の実施内容含め、グループウェアに社内掲示いたしました。また、リスク・コンプライアンス委員会に対

して、2023年度コンプライアンス教育計画を報告しております。 

さらに、各部署において、特に必要な知識等を習得することを目的として、各種セミナーへの参加や部署

内での勉強会などを計画的に実施しております。これまで人員体制が確立しておらず、研修を実施できてい

なかった管理部財務経理及び事業統括部についても、研修を開始しており、管理部財務・経理では財務経理

チーム研修プログラムを2022年９月より開始し、これまでに計３回実施しております。事業統括部について

も2022年12月に管理部IR・総務と合同で、子会社の発生事実、決定事実開示のバスケット条項についての研

修を実施しております。 

加えて、内部監査室において、管理部IR・総務と相談のうえ、2022年９月より役職員向けにコンプライア

ンスレターを毎月メールにて送付し、コンプライアンス等に関する情報の発信を開始いたしました。 

これらの施策により、役職員一人一人がコンプライアンス意識を醸成できる環境の構築及び整備を図って

おり、コンプライアンス意識の定着に取組んでおります。 

コンプライアンス研修の状況は以下のとおりです。 

実施日 

（予定日） 

内容 対象 講師 

2021年11月22日（実施済） 会社法上のコーポレート・ガバナ

ンス 

役員・職員 顧問弁護士 

2021年12月24日（実施済） 不正会計事例と対策方法について 役員 顧問弁護士 

2022年１月26日（実施済） 特設注意市場銘柄の指定について 職員 顧問取締役 

2022年２月25日（実施済） 特設注意市場銘柄の指定について 役員 社外取締役 

2022年３月18日（実施済） 改正公益通報者保護法 職員 顧問弁護士 

2022年４月27日（実施済） 新規程の職員向け研修（１） 職員 内部監査室 

2022年４月28日（実施済） 関連当事者取引 役員 社外取締役 

2022年５月30日（実施済） 新規程の職員向け研修（２） 職員 内部監査室 

2022年６月10日（実施済） 新規程の役員向け研修 役員 内部監査室 

2022年６月27日（実施済） 新規程の職員向け研修（３） 職員 内部監査室 

2022年７月29日（実施済） 開示事項 役員・職員 管理部IR・総務 

2022年８月26日（実施済） 上場会社における不祥事予防のプ

リンシプル 

役員・職員 内部監査室 

2022年９月22日（実施済） ハラスメント 役員・職員 顧問弁護士 

2022年10月28日（実施済） 人事関連規程 役員・職員 管理部・人事 

2022年11月24日（実施済） 反社会的勢力の排除 役員・職員 管理部IR・総務 

2022年12月23日（実施済） 情報セキュリティ 役員・職員 管理部秘書・庶務及び人

事 

2023年１月25日（実施済） 賞罰規程 役員・職員 管理部人事 

2023年２月予定 内部通報規程 役員・職員 管理部IR・総務 

2023年３月予定 内部情報管理及び内部者取引規制

に関する規則 

役員・職員 管理部IR・総務 

2023年４月予定 内部監査指摘事項の傾向 役員・職員 内部監査室 

2023年５月予定 コーポレート・ガバナンス 役員・職員 管理部IR・総務 

2023年６月予定 就業規則を知ろう 役員・職員 管理部人事 
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2023年７月予定 前期決算のポイント 役員・職員 管理部財務経理 

2023年８月予定 内部統制とJ-SOXについて 役員・職員 内部監査室 

2023年９月予定 稟議起案上の留意点 役員・職員 管理部IR・総務 

2023年10月予定 当社のコンプライアンス状況 役員・職員 管理部IR・総務 

2023年11月予定 会社法を理解しよう 役員・職員 管理部法務 

2023年12月予定 ハラスメントについて 役員・職員 管理部内部監査室 

2024年１月予定 決算書を理解しよう 役員・職員 管理部財務経理 

2024年２月予定 メンタルヘルス 役員・職員 管理部人事 

2024年３月予定 業務遂行上の法的リスクとは 役員・職員 管理部法務 

 

オンデマンド研修の状況は以下のとおりです。 

内容 配信 回答〆切 解説 
フォロー

アップ 
対象 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル① - ８月 26 日 ８月 26 日 ９月１日 役職員 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル

『原則１』② 
９月１日 ９月９日 ９月 12 日 ９月 30 日 役職員 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル

『原則２』③ 
９月 12 日 ９月 16 日 ９月 20 日 ９月 30 日 役職員 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル

『原則３』④ 
９月 16 日 ９月 22 日 ９月 26 日 ９月 30 日 役職員 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル

『原則４』⑤ 
９月 20 日 ９月 30 日 10 月３日 ９月 30 日 役職員 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル

『原則５』⑥ 
９月 30 日 10 月７日 10 月 10 日 ９月 30 日 役職員 

上場会社における不祥事予防のプリンシプル

『原則６』⑦ 
10 月７日 10 月 14 日 10 月 17 日 

10 月 31 日 

役職員 

インサイダー取引規制（ビデオ） 10 月 14 日 10 月 21 日 10 月 24 日 役職員 

ハラスメント研修 10 月 21 日 10 月 28 日 10 月 31 日 役職員 

ハラスメント研修アンケート※実施延長（11 月

11 日まで） 
10 月 28 日 11 月４日 11 月７日 役職員 

従業員向けコース（4 テーマ） 11 月４日 11 月 11 日 11 月 14 日 

11 月 29 日 

役職員 

5 分でできる自社診断 11 月 11 日 11 月 18 日 11 月 21 日 役職員 

自社診断シート 25 問に対応した学習コース 1-6

問 
11 月 18 日 11 月 25 日 11 月 28 日 

役職員 
自社診断シート 25 問に対応した学習コース 7-

18 問 
11 月 25 日 12 月２日 12 月５日 

自社診断シート 25 問に対応した学習コース 19-

25 問 
12 月２日 12 月９日 12 月 12 日 

12 月 26 日 

ハラスメント研修(悩み対策) 12 月９日 12 月 16 日 12 月 19 日 役職員 

【研修】5 分でできる職場のストレスセルフチ

ェック 
12 月 16 日 12 月 23 日 12 月 26 日 役職員 

【研修】ストレスと上手に付き合おう リラクセ

ーションの勧め 
12 月 23 日 12 月 30 日 １月２日 役職員 

「不祥事予防」事例から学ぶ① １月６日 １月 13 日 １月 16 日 

１月 31 日 

役職員 

「不祥事予防」事例から学ぶ② １月 13 日 1 月 20 日 １月 23 日 役職員 

「不祥事予防」事例から学ぶ③ １月 20 日 １月 27 日 １月 30 日 役職員 

「不祥事予防」事例から学ぶ④ １月 27 日 ２月３日 ２月６日 役職員 

自主規制とは①～売買審査とは～ 
２月３日 ２月 10 日 ２月 13 日 

（予定） 
２月 28 日 役職員 
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自主規制とは②～上場管理とは～ 
２月 10 日 

（予定） 

２月 17 日 

（予定） 

２月 20 日 

（予定） 
役職員 

自主規制とは③～考査～証券会社のチェック～ 
２月 17 日 

（予定） 

２月 24 日 

（予定） 

２月 27 日 

（予定） 
役職員 

 

(c) 当社及び関係会社の関連規程の整備・運用と周知の徹底 

【改善措置】 

今回発覚した不適切な取引を受けて、取締役会規程、決裁権限、経理規程、棚卸管理規程、職務権限規程、

外部業者等の選定の決定基準に関する規程、販売管理規程、職務権限規程、関係会社管理規程等、業務を進

める上で必要な規程類を検討し直し、既存の規程については早期見直し、また新設が必要な規程については、

規程内容を経営等監視委員会等で精査を行った後、取締役会の承認を得て、整備を進めることといたします。

各改善施策に記載の規程類の改定・新設も含め、諸規程の見直しを2022年４月末までを目途として、実施し

てまいります。 

また、当社の役職員において、規程や決裁プロセス等について軽視または理解が不足していたことが一連

の事案における原因の一つと考えておりますため、他の改善項目に記載の当社及び関係会社の規程の整備と

合わせて、規程見直し後、規程に関する勉強会、研修会を各部署及び関係会社にて実施し、規程を遵守した

運用の徹底を図ります。加えて、イントラネット上に規程を開示し、全ての役職員が規程を閲覧できる状況

にいたします。 

さらに、週次の定例会議などにおいて、役職員への情報の周知等を行い、役職員間での情報共有の強化を

図ってまいります。 

内部監査室においては、改定後の社内規程を確認し、さらに社内告知が適切になされていることを確認い

たします。また、内部監査時に、社内規程の遵守状況について、面談によるヒアリング及び書面の視認、現

場調査によって確認し、内部監査報告書として、代表取締役社長、取締役会、監査役会、並びに経営等監視

委員会に定期的に報告を行ってまいります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

     社内規程については、全面的な見直しを実施し、2022年５月末までに改定・新設を行い、見直しを一巡い

たしました。子会社については、各社において不足している規程について、当社の規程を準用することとし、

アジアビジネスファイナンス株式会社における貸金業法に対応する独自の規程及びワンアジア証券株式会社

における証券業、金融商品取引法等に準じた規程を含め、原則、各社で規程を整備・管理する形といたしま

した。また、規程の見直し後は、上記、「(b) コンプライアンス研修の実施」の改善状況に記載のとおり、

今期の研修の重点テーマとして、規程、社内ルールの周知を掲げ、職員向けに研修を実施しております。加

えて、ファイルサーバーに格納されていた規程を、グループウェアから全ての役職員がより規程を閲覧しや

すい状況とすることといたしました。 

また、毎週月曜日、木曜日に開催される当社全職員を対象とした定例会議などにおいて、各担当部署から

の連絡事項の伝達の他、社長からコンプライアンスの遵守のメッセージ等、役職員への情報の周知等を行い、

役職員間での情報共有の強化を図っております。 

なお、管理部IR・総務が規程の制定・改定の窓口を担当しております。内部統制上重要な規程については

周知徹底をはかるため内部監査室が研修を実施しております。 

また、内部監査室にて、規程の遵守状況について確認しており、内部監査結果書にて代表取締役社長、取

締役会、監査役会、並びに経営等監視委員会にて報告するとともに、月次の稟議書チェック結果についても

報告しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

整備した規程やマニュアルにおいて、規程間や規程とマニュアルとの不整合が散見されました。これは、

規程等の整備に先立ち、業務フロー自体が定まっていないものが多く存在する中で、新たに採用した職員が

業務内容を確認し、フローを定め、規程やマニュアルの整備も進めておりましたが、職員が定着せず、短期

間での入れ替わりが激しかったことから、業務の引継ぎが十分に実施できなかったことが原因でありました。 

2022年５月末までに業務分掌の整理や規程の改定整備など一定の内部管理体制の整備が図れたことで、職

員が通常業務に慣れ、定着してきたことから、2022年８月下旬より改めて業務分担の整理を行い、決裁権限
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表及び各種規程類の見直しを開始いたしました。 

見直しについては、規程間の不整合だけでなく、改めて実務内容と規程の整合性の確認を行い、必要に応

じて、規程の改廃、統合等を実施しております。また、マニュアルについては、外部コンサルタント会社B

社からの指導のもと、全ての業務内容についての文書化する方針で整備を進めておりましたが、見直しにあ

たって、上記のとおり規程とマニュアル間での不整合や担当者の業務メモに近い内容のものも散見されたこ

とから、外部コンサルタント会社B社に変わって、見直しの支援をいただいた外部コンサルタント会社A社よ

り、規程の内容について補完する必要がある業務（重点整備事項）について、規程に紐づいた業務マニュア

ルを作成することについて提案を受け、当該補完の必要性を認めた業務について、別途業務マニュアルを策

定し、運用を開始することといたしました。なお、外部コンサルタント会社B社からの指導のもと作成した

業務手続きを文書化した書面（規程に紐づかない手続き書面）については、活用できるものを整理し、「業

務手引書」として各部署にて管理・活用しております。 

上記の規程の見直し及びマニュアルの再整備は、2022年12月23日の取締役会における規程の改定で、一旦

完了いたしました。現在は、J-SOX整備の中で業務プロセスの整備・運用評価を実施する中で、プロセスの

最適化、見直しが生じた場合には、規程・業務マニュアルのアップデートをすることとしております。 

なお、今後、継続して、規程周知のための全役職員が参加する定例会議での規程の読み合わせや業務上で

不整合などが発見された場合にも随時見直しを図ってまいります。 

これら、J-SOX整備や業務運用及び定例会議での読み合わせなどを通じて、業務の効率化や改善、規程、

マニュアルのアップデートを行い、より内部管理体制の強化に繋がるPDCAサイクルを継続してまいります。  

また、子会社であるアジアビジネスファイナンス株式会社及びワンアジア証券株式会社については、2022

年12月にJ-SOX整備の中で規程の整備状況を確認し、ワンアジア証券株式会社については、確認結果に基づ

く一部規程の改定を実施しております。いずれの子会社においても規程が整備された状況であると認識です。 

2022年８月下旬以降、改定等を行った規程・マニュアルは以下のとおりです。 

改定・新設日 規程名 改定内容 

2022年９月30日 リスク・コンプライアン

ス管理規程 

・人的リスクについて記載する項目におけ

る「士気低下」の追加 

2022年９月30日 組織分掌規程 ・株式事務、規程整備業務、印章管理業務

を管理部秘書・庶務から管理部IR・総務

への移管 

2022年９月30日 稟議規程 ・決裁権限表に記載のない決裁業務の処理

について条文の追加 

・決裁権限表の修正（取締役会、投融資、

社員管理に関する決裁項目の追加） 

2022年９月30日 経営等監視委員会運営要

項 

・新規取引等の定義の追加 

・新規取引等の議案についての継続審議に

関する条文の追加 

・新規取引等のフォローアップについての

条文の見直し 

2022年９月30日 関係会社管理規程 ・グループ会社への当社規程類の準用に関

する条文の追加 

2022年10月28日 稟議規程 ・決裁権限表に記載のない決裁業務の処理

について条文の修正 

・決裁権限表の修正（代表取締役の決裁基

準の追加、年度利益計画の決裁項目の修

正） 

2022年10月28日 印章管理規程 ・参照先条文の番号の変更 

・押印承認者を管理部管掌取締役へ変更 

2022年10月28日 開示規程 ・取締役会での決議内容についての修正 

2022年10月28日 リスク・コンプライアン

ス管理規程 

・コンプライアンスに関する責務の条文を 

追加 
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2022年10月28日 投資事業管理規程 ・投資候補先の選定プロセスにおける常務

会の追加 

2022年10月31日 年度決算マニュアル ・新設 

2022年10月31日 四半期決算マニュアル ・新設 

2022年10月31日 月次決算マニュアル ・新設 

2022年11月２日 関連当事者取引管理マニ

ュアル 

・新設 

2022年11月８日 適時開示マニュアル ・新設 

2022年11月８日 稟議申請マニュアル ・新設 

2022年11月25日 車両管理規程 ・新設 

2022年11月25日 役員規程 ・トレーニング方針の追加 

2022年11月25日 内部監査規程 ・条文の入れ替え 

2022年11月25日 内部統制管理規程 ・実態に合わせて責任者を修正 

2022年11月25日 交際費等管理規程 ・交際費等についての基本的な考え方の条

文を追加 

・贈答品の取り扱い、贈答、接待について

の条文を追加 

2022年11月25日 稟議規程 ・決裁権限表における一部権限の細分化 

2022年11月25日 個人情報保護規程 ・業務実態に合わせて、規程を統合 

2022年11月25日 売買有価証券管理規程 ・保有有価証券の議決権行使の条文追加 

・管理体制について実態に合わせた内容に

修正 

2022年11月25日 取締役会運営マニュアル ・３日前の資料配布が出来ない場合に、定

時取締役会で当該議案を取り扱わないこ

とについての条文を追加 

・改廃についての事務手続きの変更 

2022年11月28日 投資事業管理マニュアル ・新設 

2022年12月23日 文書取扱規程 ・全面的改定 

2022年12月23日 稟議規程 ・マニュアル・要領の制定・改廃について

の権限の設定、交際費における少額申請

についての手続きの簡素化 

2022年12月23日 規程等管理規程 ・第11条と内容が重複するため、第14条を

廃止 

2023年１月27日 リスク・コンプライアン

ス管理規程 

・第５条、第６条に事務リスク及び事務リ

スクへの基本対応方針の追加 

2023年１月27日 内部情報管理及び内部者

取引規制に関する規則 

・第11条、特定従業員等の売買等の規制対

象に管理部秘書・庶務を追加 

2023年１月27日 取締役会規程 ・第５条、書面決議時の招集についての但

し書きの追加、第８条の削除 

2023年１月27日 稟議規程 ・第11条、特定従業員等の売買等の規制対

象に管理部秘書・庶務を追加 

2023年１月27日 印章管理規程 ・文言修正、参照条文の修正 

2023年１月27日 経営等監視委員会運営要

項 

・直近１年間実施していなかった形態又は

スキームの取引についても新規事業の対

象とする修正 

2023年１月27日 有価証券取引管理規程 ・売買有価証券取引管理規程を廃止し、全

面刷新した有価証券管理規程を新たに制

定 
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また、社内の情報共有の充実を図るため、試験的に2022年６月より運用していたグループウェアを2022年

９月１日より本格的に導入し、この取組みの中で、社内規程についても同グループウェア上で当社の役職員

及びアジアビジネスファイナンス株式会社の役職員であれば誰でも閲覧できるよう公開し、管理部IR・総務

にてグループウェア内の掲示板やメール及び管理部長が定例会議において口頭にて周知徹底を図っておりま

す。 

さらに、2022年８月29日より、毎週月・木曜日の週２回開催される当社常勤取締役及び常勤監査役、職員

並びにアジアビジネスファイナンス株式会社の常勤取締役が参加する定例会議において、管理部長を主体と

して、１開催において１～２規程ずつ、管理部長において重要性が高く、全社共通で把握すべきと判断した

規程から読み合わせを実施しております。読み合わせの中では、条文についてのディスカッションを役職員

全員で行い、必要に応じて条文の見直し等を行い、規程の改定を行っております。 

なお、定例会議の参加状況については、マイクロソフト社製のアンケート作成ツールを用いて出欠を確認

しており、欠席者については各自で当該規程を精読し、ミニレポートの提出により管理しております。原則

毎回の読み合わせの中で、ディスカッションや口頭でのテスト等を実施することで、参加する役職員全員が  

規程の内容について深く理解することに繋がっているものと考えております。 

 

(d) 内部通報制度の整備 

【改善措置】 

外部通報先、匿名通報、通報者の保護等を定めた内部通報制度に関する規程は整備していたものの、役職

員に対してこの制度の存在意義等を積極的に周知していなかったため、役職員において、規程違反やコンプ

ライアンス違反などの不適切行為に疑念を持った者がいたとしても、それを行動に移すことに意識が向かな

かった可能性があったと思われます。 

今回当社グループで発生した不祥事等を踏まえ、不適切行為に疑念を持った場合などにおいて、内部通報

制度を利用することについての説明会を開催し、併せて通報先窓口（社内窓口：常勤監査役、社外窓口：顧

問弁護士）の案内も掲示及び配布することで、内部通報制度の告知を徹底することといたします。 

また、規程についても、通報のあった際のエスカレーション、対応等を含めた見直しを2022年４月までに

実施いたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

2022年４月15日に内部通報規程を改定し、通報時の対応等含めた見直しを実施いたしました。また、職員

向けの研修の中で、内部通報制度についての説明を実施するとともに、社内に通報先窓口の案内を掲示し、

周知徹底を図っております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

継続して、通報先窓口（社内窓口：常勤監査役、社外窓口：顧問弁護士）の案内を掲示及び配布すること

で、内部通報制度の告知を徹底することといたします。 

なお、新規採用者に対しては、2023年１月30日より入社時研修の中で案内を行うこととし、別途、内部通

報制度の研修以降、2023年１月29日までに入社した職員に対しては、2023年１月30日付けで内部通報に関す

る案内をメールで通知いたしました。 

2022年10月に１件の内部通報が社外窓口にあり、経営陣及び2022年12月のリスク・コンプライアンス委員

会に報告されております。当該通報については、既に退任者についての通報であったため、特段の対応は検

討しておりません。 

なお、2023年２月７日現在の内部通報の状況は下記のとおりとなっております。 

（単位：件） 

年度 
セクハラ・ 

パワハラ 

同僚の勤務

態度 
評価制度 その他 合計 

2023年３月期 

(2023年2月７日まで) 
1 0 0 3 4 

 

 



- 43 - 
 

(e) リスク・コンプライアンス委員会の設置 

【改善措置】 

既存のリスク管理委員会及びコンプライアンス委員会を統合し、新たにリスク・コンプライアンス委員会

を設置いたします。 

これまで、リスク管理委員会については、年１回の開催状況であり、コンプライアンス委員会についても、

その活動は、年１回、外部有識者からのコンプライアンス研修に終始しており、各委員会に求める必要十分

な機能を果たしておりませんでした。 

新たに設置するリスク・コンプライアンス委員会は、コンプライアンス体制の構築、維持及び向上を図り、

当社グループ内で発生するあらゆるリスクを予防、管理し、また、発生したリスクに対して適切な対応が可

能になるよう、当社グループ全体のリスク管理する会議体として、管理部管掌取締役を委員長とし、代表取

締役社長、業務執行取締役、常勤監査役、部門長、内部監査室長及び外部有識者で構成され、議案に応じて

関係会社取締役等をオブザーバーとして招集できるものとします。 

リスク・コンプライアンス委員会は四半期に１度の開催とし、全社的なリスクの把握や当該リスクへの対

処方針や取組み、有事の際の危機管理体制プロセスの整備を行うとともに、当社グループのコンプライアン

ス体制の構築、維持及び向上を図るための施策（コンプライアンス管理に係る重要な事項等）についての調

査、企画及び立案、評価を行ってまいります。 

実施時期については、関係規程を2022年４月中までに整備し、運用についても2022年４月より開始してま

いります。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

リスク・コンプライアンス委員会規程を2022年４月15日に改定し、2022年４月28日に新たな形でのリス

ク・コンプライアンス委員会を発足させました。同日開催した当該委員会においては、現時点でのグループ

内各社の潜在的なリスクを洗い出し、リスクを予防管理するための「リスク管理シート」の作成を行うこと

を取り決め、６月13日に開催した当該委員会にて、このリスク管理シートの内容についての協議を行ってお

ります。また、同６月13日の委員会においては、①コンプライアンス教育年間計画、②内部通報受付報告、

③リスク管理の取組について、④法令違反・社内規程違反について、⑤危機管理について協議または報告を

受けており、本格的な稼働を開始しております。 

  

【2022年８月９日以降の改善状況】 

 2022年９月22日に第３回、2022年12月23日に第４回のリスク・コンプライアンス委員会を開催し、コンプ

ライアンス研修の状況、内部通報の状況についての報告を行うとともに、リスク管理の取組み状況について

の確認を実施いたしました。また、第４回では、事務過誤及び2024年３月期のコンプライアンス研修計画に

ついても報告、協議をしております。  

また、監査役会による「融資証明書」に関する調査結果に基づく、稟議規程及び決裁権限表の改定につい

ての協議や防災対策の周知徹底や災害時の予行演習についても報告等を行い、コンプライアンス強化及びリ

スク管理に取組んでおります。 

 

５．監査役会による「融資証明書」に関する調査事案における再発防止策 

(a) 取引モニタリングの強化 

【改善措置】 

  「３ (f)取引モニタリング」にて、記載のとおり、稟議については全て内部監査室に共有しチェックを行

い、チェック結果を取締役会、監査役会、経営等監視委員会へ報告するとともに、重要な稟議については、

監査役にて別途確認することとしておりましたが、今後については、支払伝票、捺印申請書、契約書等、稟

議書以外の書類についても内部監査室でチェックを行うものとします。 

 また、新規事業など新たな案件等については、最終的な可否についての審議、決裁以外に、当該案件の経

過等も含めて、経営等監視委員会及び取締役会への報告を行うことといたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

本件融資証明書事案を受け、稟議書のみならず、支払伝票、捺印申請書、契約書等、稟議書以外の書類に
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ついても2022年７月より内部監査室でチェックを行っております。 

また、新規事業などの新たな案件については、最終的な可否についての審議、決裁以外に、当該案件の経

過等も含めて、経営等監視委員会及び取締役会へ報告する運用に変更するとともに、経営等監視委員会運営

要項に当該事項を組み込む改定を2022年８月中に実施いたします。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

新規事業などの新たな案件については、十分な審議時間を確保し、活発な議論が行えるよう、最終的な可

否についての審議、決裁以前に、当該案件の経過等を含めて、検討段階から経営等監視委員会及び取締役会

に報告をする運用に変更いたしました。また、当該運用に合わせて、2022年９月30日の取締役会において、

新規事業等の定義及び案件の検討段階からの報告を組み込んだ経営等監視委員会運営要項の改定を行うとと

もに、投資事業管理マニュアルを新たに2022年11月28日に制定し、新規事業などの新たな案件の実施手続き

を明確化し、運用を開始いたしました。 

また、稟議書等のチェックについての改善状況については、「３．(f) 取引モニタリング」をご参照くだ

さい。 

 

(b) 決裁権限等の見直し 

【改善措置】 

本件融資証明書事案においては、決裁権限上、融資証明書の取り扱いについて記載されていないことが問

題でありました。そのため、決裁権限の改定を行い、融資証明書や意向表明書（LOI : Letter of Intent）

等についても、統制が及ぶよう決裁権限表に定めるものといたします。 

また、新たに決裁権限表にて該当する事項がないと判断できる事案が発生した場合には、当該議案につい

ては取締役会決裁とし、以降の決裁権限についても経営等監視委員会及び取締役会で審議のうえ決定し、都

度、決裁権限の改定を行う運用といたします。なお、当該内容については決裁権限表が含まれている稟議規

程において改定を実施いたします。 

 

【2022年８月８日時点の改善状況】 

融資証明書や意向表明書（LOI : Letter of Intent）等についても、統制が及ぶようにする決裁権限表の

見直し及び改定を2022年８月中に実施いたします。また、印章管理については、2022年４月15日に印章管

理規程を改定し、押印承認者を代表取締役印など含めて、全て管理部管掌取締役とする改定を実施してお

ります。 

また、それまでフリーデスクに無施錠で保管し、事実上、誰でも自由に代表印を押すことが可能な状況

であったことから、規程の改定と併せて、印章の保管管理者である管理部長にて常時施錠のうえ保管し、

印章管理規程に基づき、押印申請者が、必要事項を記載した捺印申請書、押印を必要とする文書及び同文

書が稟議を必要とする場合は稟議書を添付のうえ、複数の担当者に回付し、捺印申請書が承認された場合

のみ、保管管理者である管理部長にて文書に押印する運用に変更しております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

融資証明書や意向表明書（LOI : Letter of Intent）等についても、統制が及ぶようにする決裁権限表の

見直しを2022年８月26日の取締役会にて決議し、改定を実施いたしました。また、決裁権限表に規定のな

い決裁業務が発生した際には、所管部署の責任者と管理部長にて協議を行い、新たに決裁権限の基準を定

め、取締役会の承認を得ること及び決裁権限表に規定のない決裁の中で、決裁に緊急を要するものについ

ては、取締役会の承認を得た後、決裁権限表の改定を行うものとし、同内容を稟議規程に盛り込む改定を、

2022年９月30日の取締役会において決議いたしました。 

なお、内部管理体制確認書提出時点において、新たに発生した決裁権限表に規定のない決裁業務はあり

ません。 

 

(c) コンプライアンス意識の更なる醸成及び浸透状況の確認 

【改善措置】 

本件融資証明書事案は、再発防止策の整備、運用を行う中で発生した事案であり、2021年８月７日に特設
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注意市場銘柄指定を受けて以降、内部管理体制の再構築及びコンプライアンス意識の醸成を進める中で、役

職員に対してコンプライアンス意識が浸透していないことが浮き彫りとなりました。 

これに対応し、監査役会、内部監査室にて、規程の遵守状況やコンプライアンス意識の浸透状況について、

コンプライアンス研修の理解度チェックや内部監査及び内部監査室による稟議書等の取引モニタリングの中

でチェックし、リスク・コンプライアンス委員会、経営等監視委員会、取締役会に適宜報告し、必要に応じ

て対策を講じてまいります。 

 

   【2022年８月８日時点の改善状況】 

「ｄコンプライアンス意識の醸成」の各改善措置及び改善状況に記載のとおり、コンプライアンス意識醸

成のための各種実施策を実施運用しております。改善措置に記載の浸透状況の確認及び各種会議体への報告

等含め、今後更なるコンプライアンス意識醸成のための取り組みを実施してまいります。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

2022年９月13日の当社定時株主総会継続会を経て、代表取締役社長に孫田夫、管理部管掌取締役に小清水

裕、社外取締役に伊藤翔汰、但野秀光がそれぞれ就任し、抜本的な内部管理体制の改善に取り組んでおりま

す。 

特に、管理部管掌取締役の小清水と社外取締役の但野は、金融庁検査局に在籍していた経験を活かし、役

員就任後、改善状況の把握に努め、特に問題として挙げられるコンプライアンス意識の醸成や企業風土改革

を推進しております。 

具体的な実施内容として、コンプライアンス意識の醸成、強化やコミュニケーションの強化を企図して、

役職員個々との面談を通じた状況把握や双方向の議論ができる場を設けるとともに、定例会議や常務会にお

いて忌憚ない意見や考え方を開示するよう参加者全員に促しております。 

また、コンプライアンス意識の醸成強化の必要性について、前述の会議や社内において機会あるごとに声

出し周知を継続して図るとともに、コンプライアンス宣言ポスターの掲示、ハラスメント回避に向けた注意

ポスター、情報セキュリティ感度の向上を目指した標語などをオフィススペースに掲出、社内役職員一同に

向けての月１度の定例的なコンプライアンスレターの発出、定期的な内部監査室からの勉強会、研修教材に

よる研修実施に加え、月１回、管理部管掌取締役においてコンプライアンス意識醸成に繋げる研修材料を用

意し、社内役職員全員が原則参加する定例会議において勉強会を実施しております。 

管理部管掌取締役が開催する勉強会は、上記に記載のとおり、コンプライアンス意識醸成に繋げることを

目的としたもので、別途毎月実施しているコンプライアンス研修が実務に即した内容であるのに対し、コン

プライアンスとはなにか、なぜ求められるのか、またどういった原因でコンプライアンス違反が起こるのか

といった根幹、基礎部分について知識を深め、意識を醸成するための内容となっております。 

なお、参加できなかった役職員に対しては前述の研修材料、研修教材をグループウェアに掲示し、役職員

全体への周知徹底やいつでも教材を確認できる環境を整備しております。 

加えて、社内規程に則った業務運営を確保すべく、業務運営手続きから逸脱する取扱があった場合を想定

し、事務過誤、事務事故報告による管理体制強化策を導入し、当該報告に加え、その発生原因の真因を分析

することとともに、今後の管理体制改善・強化に資する今後の改善策を記載することにより、継続した管理

体制改善に向けたPDCAへの取組も行っており、事務過誤、事務事故に関する報告内容は、リスク・コンプラ

イアンス委員会並びに取締役会へ報告される建付けといたしました。 

さらに、ハラスメントアンケートを実施し、以前の経営陣を取り巻く職場環境を推し量るべく、当該アン

ケート結果の概要をリスク・コンプライアンス委員会を通じて社内に共有し、通報制度の充実、職場環境の

改善などに繋げる取組の一環として、今後のハラスメント回避に向けた取組を行っております。このハラス

メントアンケートは今後継続して実施する予定であり、職場環境改善を通じたコンプライアンス意識の向上

にも役立てていくこととしております。 

規程の遵守状況やコンプライアンス意識の浸透状況については、上記施策の中で確認するとともに、併せ

て、引き続き内部監査室にて、コンプライアンス研修の理解度チェックや稟議書等の取引モニタリングを通

じて浸透状況をチェックしております。 

また、常勤監査役においては、監査役監査を通じて、稟議書や重要書類のチェック、各種会議体に出席し、

各種会議体の運営状況、経営者との面談や部門の往査等を通じて、コンプライアンス意識の浸透状況につい
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て確認しております。 

なお、内部監査室において確認したコンプライアンス意識の浸透状況については、リスク・コンプライア

ンス委員会、経営等監視委員会、取締役会に適宜報告のうえ、必要に応じて、内部監査室と関係部署にて対

応し、全社的な事項については、リスク・コンプライアンス委員会においても対策を講じてまいります。  

 

６．特設注意市場銘柄指定継続の具体的な原因についての改善措置 

(a) 情報共有機能及び牽制機能の不備についての改善措置、社内規程の整備不備についての改善措置 

情報共有機能及び牽制機能の不備についての改善措置については、情報共有機能強化のための取締役会開

催の３日前までに出席者に議案及び添付資料を配布の徹底及び新規取引等審議に時間を要することが想定さ

れる議案の審議時間の確保が挙げられ、当該改善措置の詳細については、「２．(a)  ⑤ 社外取締役・監査

役への情報共有の充実及び b (c) ① 経営等監視委員会の役割 【2022年８月９日以降の改善状況】」をご参

照ください。 

 

(b) 社内規程の整備不備についての改善措置 

社内規程の整備不備についての改善措置については、「２．(c) 当社及び関係会社の関連規程の整備・運

用と周知の徹底【2022年８月９日以降の改善状況】」をご参照ください。 

 

(c) 稟議手続きにおける不備についての改善措置 

稟議手続きにおける不備についての改善措置については、「３．(b) 稟議フローの見直し【2022年８月９

日以降の改善状況】」をご参照ください。 

 

(d) 常勤監査役による稟議手続きの不備指摘及び是正指示の不足についての改善措置 

常勤監査役による稟議手続きの不備指摘及び是正指示の不足についての改善措置については、「２．(c)  

⑤ 社外取締役・監査役への情報共有の充実及び ２．(c) ② 監査役による監視・監督機能の強化 【2022年

８月９日以降の改善状況】」をご参照ください。 

 

(e) 国内・海外子会社の内部監査の不足についての改善措置 

国内・海外子会社の内部監査の不足についての改善措置については、「２．(e)  ⑤ 社外取締役・監査役

への情報共有の充実及び ２．(c) ⑤ 内部監査方法の見直し【2022年８月９日以降の改善状況】」をご参照

ください。 

 

(f) コンプライアンス意識の欠如についての改善措置 

コンプライアンス意識の欠如についての改善措置については、「４．(a) 企業行動指針の周知及び４．

(b) コンプライアンス研修の実施【2022年８月９日以降の改善状況】」をご参照ください。 

 

７．「融資証明書」の件外調査結果にて指摘された内部統制上の問題に対する改善措置 

2022年10月28日「（開示事項の経過） 改善計画・状況報告書(原因の総括と再発防止策の進捗状況)に関する

お知らせ」にて「融資証明書」の件外調査結果にて指摘された内部統制上の問題に対する改善措置を開示して

おりますが、当該お知らせに記載する再発防止策のうち、上記の各改善措置と重複しているものについては、

重複する項目に該当する改善措置の改善状況をご参照ください。 

(a) 代表取締役社長権限、稟議プロセスの見直し 

「３．(a)決裁権限表の見直し、及び３．(b)稟議フローの見直し並びに４．(a)決裁権限表の見直し」をご参

照ください。 

 

(b) 常務会の役割、運営の見直し 

「２．(d) 常務会の役割、運営の見直し」をご参照ください。 

 

(c) 稟議フローの見直しと周知 

「３．(b)稟議フローの見直し」をご参照ください。 
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(d) 経営等監視委員会による協議の充実 

「４．(b) 経営等監視委員会の設置」をご参照ください。 

 

(e) 人事制度の見直し 

【改善措置】 

当社では、給与規程において、業績賞与のみが規定されております。業績賞与は、経営判断により支給で

きることとなっておりますが、支給基準などについて明確に定められておりませんでした。また、人事評価

制度自体はあるものの、当該支給基準などが整備されていないことから、人事制度自体の見直しを2022年12

月末までを目途に実施いたします。 

なお、賞与の支給については、取締役会決議事項とする決裁権限表の改定を2022年４月28日に実施してお

り、現在は、支給プロセスについて第三者がチェックできる体制となっております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

人事制度の見直しについて検討を行う中で、従前からの人事制度が形骸化しておりました。具体的には、

人事評価規程や給与規程において、人事評価を行い、昇給などを実施することが規定されておりましたが、

実際には人事評価が規程に従い実施されておらず、人事評価規程に定められている評価基準書（人事評価シ

ート）も存在しない状態でありました。 

これに対応するため、管理部人事において、人事評価基準書フォーマットを新たに作成し、当該フォーマ

ット（評価方法）に基づき、給与規程及び人事評価規程における評価方法などの規定を修正し、同規程の改

定を2023年２月24日の取締役会で決議する予定です。 

2023年３月期の人事評価について、整備した規程に基づき、管理部人事主導で、人事評価を実施する予定

です。 

 

(f) 関連当事者取引の防止 

「３．(d) 利益相反取引の把握及び関連当事者取引防止の強化」をご参照ください。 

 

(g) 自由な意見を言える企業風土改革 

【改善措置】 

当社グループ内において活発な議論や自由な意見を交換できるよう「d (b) コンプライアンス研修の実施」

に記載のとおり、役職員が全員参加する毎週月・木曜日の週２回開催される定例会議において、社内規程、

コンプライアンスに関する資料などの読み合わせ、ディスカッションなど行い、活発な議論ができる場を用

意し、合わせてコミュニケーションの充実を図ります。 

また、常務会において、部長、リーダー職を出席させ、活発な議論を促すなど、管理部管掌取締役のもと、

風通しの良い組織体制の構築を進めております。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

改善措置に記載のとおり、毎週月・木曜日の週２回開催の定例会議においては、当社の役職員全員（社外

役員除く）が参加の上、社内規程、コンプライアンスに関する資料などの読み合わせ、ディスカッションな

ど行い、活発な議論ができる場を用意し、合わせてコミュニケーションの充実を図っております。 

また、2022年10月６日の常務会より、部室長及びリーダー職が出席し、活発な議論を促しております。 

加えて、グループウェアやチャットシステムを導入し、役職員間の情報共有強化を図るとともに、コミュ

ニケーションの円滑化を図るため、役職に関係なく「〇〇さん」で呼称する形といたしました。 

上記の内容や「５．(c) コンプライアンス意識の更なる醸成及び浸透状況の確認」に記載の各種施策等に

より自由に意見を言える環境が整備されてきたと考えております。 

 

(h) 責任の明確化 

【改善措置】 

2022年10月28日の取締役会において、当時の代表取締役社長に対して、件外調査において指摘された各支
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出等にかかる損害、過去の役員報酬を含む一切の損害等について、外部法曹専門家に委任して請求すること

を決議しました。その他の件外調査にかかる関係者に対する処分等につきましては、継続して審議検討を行

い、対応することといたしました。 

 

【2022年８月９日以降の改善状況】 

 2022年10月28日取締役会において関係者の処分について、処分審議対象者を当時の取締役２名、執行役員

２名及び関係社員とすること、賞罰規程に基づき、賞罰委員会を設置し、審議対象者に対して審議を行うこ

と、賞罰委員会における審議対象者は、当社を退職していない執行役員１名及び関係社員とすることについ

て決議いたしました。 

当該取締役会決議に従い、賞罰委員会を設置し、2022年11月21日に賞罰委員会を開催いたしました。賞罰

委員会の委員については、賞罰規程によれば管理部長が委員長となることになっておりますが、管理部長が

審議対象者であったことから、代表取締役社長を委員長とし、管理部管掌取締役、外部有識者として社外取

締役３名、非常勤監査役１名を委員とし、常勤監査役はオブザーバーとして参加しております。 

審議の結果、執行役員として元代表取締役の取引承認に加担した者と、関係者の所属長であり確認を行っ

た管理職相当の２名に対して口頭注意を行うこととしました。 

また、2022年11月８日の経営等監視委員会において、池田取締役より、件外調査事案を受け、日常的な監

督機能を一層強化すると共に、不正等をより早期に発見して適切に対応できるよう、監督・是正機能をより

強力かつ実効性のあるものにしていくことを誓約した、内部管理体制強化に向けた誓約書を提出することの

提案がなされ、社外役員より当社に誓約書が提出されました。 

その他社員への対応としては、代表取締役社長から全社員宛に、今後の社内管理体制強化を図るための社

長メッセージを発信することを決議しました。 

また、当時の取締役２名及び退職している執行役員については、2022年11月30日の取締役会において、下

記のとおりの責任追及方針を決定いたしました。 

元代表取締役アンセム ウォン氏：経営等監視委員会において、件外調査にて指摘された各支出等にかかる損害、過

去の役員報酬を含む一切の損害等について、外部専門家(弁護士)に委任して請求

する方針についての答申が出され、2022年10月28日開催の取締役会において、そ

の方針を決議しました。役員報酬の返還については、過去にアンセム氏自らが特

設注意市場銘柄解除に至らなかった場合には報酬返還することを表明しており、

当社からの通知書に対しても、相手方代理人を通して、返還の意思を表明してい

ることから、今後、具体的な返還方法について、協議を進めることとしました。

なお、損害賠償については、外部専門家(弁護士)に委任し、適切な法的手続きを

進めることとしました。 

元執行役員Ｂ氏：経営等監視委員会において、執行役員（当時）の任にあったＢ氏については、そ

の職責に鑑みて、一定の処分を行うことが相当であると判断しました。しかしな

がら、Ｂ氏は既に当社を退職しており、懲戒処分の適用が及ばないことから、取

締役会として、Ｂ氏に対して、自主返納を求めることといたしました。 

取締役Ｃ氏：経営等監視委員会において、管理部管掌取締役兼管理部長（当時）の任にあった

Ｃ氏については、その職責に鑑みて、一定の処分を行うことが相当であると判断

しました。2022年11月30日開催の取締役会において、Ｃ氏より自主返納の申し出

があり、取締役会として、本件申し出を了承しました。 

 

（経過について） 

元代表取締役アンセム ウォン氏：経過については、11月４日付でアンセム氏に対して、役員報酬返還を求める内容

証明郵便を送付しました。その中で「本書受領後2週間以内」を期限として一括

支払いを求めていたところ、アンセム氏代理人より11月14日10時30分頃に着電が

あり応対しました。報酬返還には応じる意向は示されるも体調不良のため、2023

年８月から１年間の分割返納を検討してもらいたいとの申し入れがありました。

2023年８月からの分割案では直ちに応じることはできないと判断し、現在、当社

代理人白弁護士を通じて、先方と交渉を行っております。なお、損害賠償につい
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ては、外部専門家(弁護士)に委任し、適切な法的手続きを進めてまいります。 

元執行役員Ｂ氏：その後、Ｂ氏は12月９日付の通知文「通知書への回答」の中で、処分についての

説明が不十分であり、説明がなされない限り、「自主返納のご請求について検討

することは考えられません」との回答がありました。また、12月19日付通知文

「自主返納の拒否について」の中で、現時点では自主返納に応じられない旨の回

答がありました。上記の回答に基づき、当社取締役会としては、今後、適切な対

応を協議してまいります。 

取締役Ｃ氏：2022年12月から３か月間、役員報酬20％を返納することとし、2022年12月度の報

酬より天引きにて返納を行っております。 

 

８．2022年10月28日時点におけるその他改善すべき問題点についての改善措置 

(a) 親子会社間の牽制の不備についての改善措置 

 子会社間の牽制の不備についての改善措置については、「２．(g) ② 関係会社の管理体制の見直し及びb 

(g) ③ グループ再編・関係会社の譲渡、清算についての協議の充実【2022年８月９日以降の改善状況】」を

ご参照ください。 

 

(b) 適時開示体制における問題についての改善措置 

適時開示体制における問題についての改善措置については、「２．(f) ⑤ 適時開示体制の整備【2022年

８月９日以降の改善状況】」をご参照ください。 

 

以上 


